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1. はじめに 経済発展の重要な要素とし
てのソーシャル・キャピタル
 パトナムのソーシャル・キャピタル論
筆者は､ 拙著由里 [2000] 第 4 章 ｢『コミュ
ニティ銀行』 の存立基盤｣ において､ 米国で
コミュニティ銀行が､ 地域住民や銀行利用者
から概して肯定的に評価されるその理由の一
つに､ 米国社会において ｢コミュニティ｣ と
いう理念が重視される傾向が挙げられるので
はないか､ と述べた｡ そして､ その ｢コミュ
ニティ｣ という理念を重視する現代の代表的
論者の一人として､ ハーバード大学のパトナ
ム (Robert D. Putnam) ､ およびその
“social capital”論 (Putnam [1995]) を
紹介した｡
同著の執筆当時は､ パトナムをはじめとす
る“social capital”論は､ わが国でまださ
ほど脚光を浴びていなかった｡ しかし､ 欧米
における議論の蓄積と“social capital”を
表題に付する単行本の刊行 (たとえば
Baron et al. [2000]､ Lin [2001]) を受け､
わが国でも同概念の論議が盛んになり､ 現在
では 『ソーシャル・キャピタル』 と題した邦
語の単行本だけでも2冊出されている (宮川・
大守 [2004]､ 稲葉 [2007])｡ そのように
｢ソーシャル・キャピタル｣ という語が人口
に膾
かい
炙
しゃ
するようになった現況 (および
“social capital”の邦語訳が固まらない状
況(1)) に鑑み､ 本論でも“social capital”を
｢ソーシャル・キャピタル｣ と表記すること
にする｡
さて､ その ｢ソーシャル・キャピタル｣ の
概念規定であるが､ 前述のパトナムは前述の
Putnam [1995] を引き継ぐ大著 Putnam
[2000] pp. 18-19 において､ 以下のように述
べており､ 本論でもそれに依拠する｡
｢物的資本や人的資本が､ 個々人の生産
性を高める道具や訓練を表す概念として
用いられているように､ ソーシャル・キャ
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1. はじめに 経済発展の重要な要素としてのソーシャル・キャピタル
2. ジョージ・マクリーンのビジョン､ およびそれを精神的基盤とするテュー
ペロ・モデルの特色
3. ｢橋渡し (bridging) 型｣ ネットワークの先駆的導入
地域振興財団 (CDF) そして CREATE 財団
4. テューペロ・モデルの成果と課題
5. 地元銀行の貢献
“A community bank can be only as good as its community”
6. テューペロ・モデルの含意 わが国の中小地方都市にとって
ピタル概念の核心は､ 社会的ネットワー
クには [生産性を高める] 価値がある､
ということである｡｣
｢ソーシャル・キャピタルは､ 個々人の
間の結びつき (connections) すなわ
ち社会的ネットワーク､ およびそこから
生成される互酬性 (reciprocity) なら
びに信頼に足るという資質 (trustwor-
thiness) を指す｡ その意味で､ ソー
シャル・キャピタルは 『市民的徳性
(civic virtue)』 と呼ばれてきた概念に
緊密に関係している｡ しかし同概念との
相違は､ ソーシャル・キャピタルの概念
が､ 『市民的徳性』 は互酬性に満ちた社
会的関係という密度の濃いネットワーク
に取り囲まれている場合に最も力を発揮
する､ という事実に注目するよう促す､
という点である｡ ある社会が多くの徳性
ある人々を有していても､ 彼らが相互に
孤立していては､ その社会はソーシャル・
キャピタルが豊かとは限らないのである｡｣
 地域経済・社会の振興策との関連で注目
される ｢ソーシャル・キャピタル｣ 論
パトナムおよび彼に続く多くの諸論考は､
ソーシャル・キャピタルが ｢資本 (capital)｣
の語のとおり経済的活力､ 不正・犯罪の減少､
その他諸々の社会的共同事業を生み出す源泉
となる､ ということの論証に取り組み､ 多く
の研究においてソーシャル・キャピタルの有
意かつ有用な作用が見出されている (Baron
et al. [2000]､ Putnam [2000] pp. 287-363､
大守 [2004]､ 山崎 [2004] pp. 205-208､ な
ど)｡
わが国においては､ ソーシャル・キャピタ
ルの論議は地域経済・社会の振興策との関連
で注目されることが多い(2)｡ その背景には､
丁度ソーシャル・キャピタル概念がわが国の
論壇に広まるのと同じ時期､ ｢地方分権｣ と
ならび ｢地域再生｣ が政府の主要施策の一つ
になってきた (たとえば 2004 年 3 月の ｢地
域再生推進プログラム｣ 決定､ 同 6 月の地域
再生計画認定開始､ 2005 年 4 月の地域再生
法施行､ など) ことも挙げられよう｡
次段で述べる､ 地域金融機関の ｢リレーショ
ンシップ・バンキング｣ 機能強化に向けた官
民の取組みも､ 上記のような政策動向とおそ
らく関連し合って､ 2003 年当初から ｢地域
再生｣ への貢献を企図し､ 上記 ｢地域再生｣
施策の具体化以降は､ 同施策との連携も図ろ
うとした(3)｡ もっとも､ この ｢リレーション
シップ・バンキング｣ 機能強化に向けた官民
の取組みも､ さらには政府の ｢地域再生｣ 諸
施策全体としても､ 稲葉 [2007] の以下のよ
うな指摘のとおり､ ｢経済再生｣ の視点に偏
り､ ソーシャル・キャピタル論の視座から自
ずと提起される ｢社会再生｣ への取組み､ な
いしは､ 少なくとも地域のソーシャル・キャ
ピタルに悪影響を与えないような政策的配慮
(大守 [2004] p. 119) は､ あまり顧慮され
てこなかったのではあるまいか｡
｢[地域の特性を活かす] ためには地域社
会の内部における人間関係が基礎になる｡
お互いが信頼し合っているコミュニティ
とお互いに胡散臭いと考えているコミュ
ニティと､ どちらで起業しやすいかは自
明であろう｡ 社会問題の解決を通じた地
域再生 (安心して生活できる仕組みづく
り) たとえばホームレスへの対応な
ど福祉の向上､ 子育て支援､ 犯罪対策な
ど は､ 一見地域の経済再生には遠回
りのように見えるが必ずしもそうではな
い｡ コミュニティにおける絆､ 信頼や規
範に裏打ちされたネットワークはまさに
ソーシャル・キャピタルそのものであり､
ソーシャル・キャピタルは地域の経済再
生にとっても最も重要なインフラとなる｡
(中略) [日本では] 社会開発は経済開発
に [自ずと] ついてくるという発想であっ
た｡ しかし､ これからは発想を逆転させ
る必要がある｡｣
(稲葉 [2007] pp. 150-151)
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 ソーシャル・キャピタルの涵養による経
済発展のモデルに挙げられるテューペロ
上掲の稲葉 [2007] の ｢(一見迂遠にみえ
ても) 地域経済よりも地域社会への注視を｣
という問題意識は､ パトナムのソーシャル・
キャピタル論にも見出される｡ すなわち
Putnam [2000] pp. 323-325 には､ 自由市
場的競争の促進よりも経済主体間の協力に依
拠するほうが成長促進効果が大きいことを示
すと思われる事例が 2 つ挙げられ､ (成長促
進のための) ｢協力的モデル｣ と呼称されて
いる｡ その一つの事例が､ 本論でみるミシシッ
ピ州テューペロ (Tupelo) 市のコミュニティ
および経済の振興策であり､ もう一つがカリ
フォルニア州シリコンバレーの企業､ 企業人､
専門職 (企業弁護士など)､ および行政など
の間のネットワーク・協力関係である｡
もっとも Putnam [2000] の書は､ 全体と
しては､ その“Bowling Alone”(孤独なボ
ウリング) という主タイトルにも示されるよ
うに､ 米国におけるソーシャル・キャピタル
の衰退を示すデータや事例に､ (上記の 2 事
例のようなソーシャル・キャピタルの成長に
関する叙述よりも) より多くの紙幅を割いて
いる｡ そのため､ たとえば Farrell [2000]
など､ ｢ソーシャル・キャピタルの衰退とい
うが逆の傾向も現実には数多く挙げられる｣
との批判も招いた｡
そのような批判も意識してか､ Putnam
and Feldstein [2003] は､ ｢あの本 [Bowl-
ing Alone] にはソーシャル・キャピタルの
再度の成長傾向を予想する希望も述べられて
いた｣ (p. 10) と前言したうえで､ ソーシャ
ル・キャピタルの生成・伸長に成功した 12
事例の紹介・検討を同書の骨格としている｡
テューペロ (Tupelo) の事例は､ ｢テューペ
ロ・モデル：まずコミュニティづくりを
(Building Community First)｣ と題した第
5 章 (pp. 98-118) で､ 前著 Putnam [2000]
におけるよりも格段詳しく述べられている(4)｡
なお ､ 本論では､ この Putnam and
Feldstein [2003]､ および前段の稲葉 [2007]
の問題提起を受け､ ソーシャル・キャピタル
の生成・伸長を眼目とする地域振興を ｢コミュ
ニティ振興｣ ないしは ｢コミュニティづくり｣
と呼称し､ 一方､ 地域経済の振興を眼目とす
る地域振興を ｢地域経済振興｣ と呼称して､
両者を区別したい (実際､ 両者の区別と ｢コ
ミュニティ振興｣ の重視とは､ テューペロ・
モデルの基本的認識の一つである)｡ 但し､
｢コミュニティ振興｣ と ｢地域経済振興｣ の
両者を意味する場合などには､ ｢地域振興｣
の語を用いる場合もある｡
 わが国のリレーションシップ・バンキン
グ論議において概ね看過されてきた ｢地
域の協働ネットワーク｣ の重要性
以上述べてきたように､ ｢ソーシャル・キャ
ピタルの衰退・伸長｣､ ないしは ｢ソーシャ
ル・キャピタルと地域経済｣ といった視点か
らだけでも､ テューペロの事例には関心がも
たれるのであるが､ 筆者のテューペロへの関
心を一層強めたのが､ でも既に述べた､ わ
が国における ｢リレーションシップ・バンキ
ング｣ の論議との関連であった｡
筆者は拙著由里 [2003] 第 4 章 ｢地域社会
リレーションシップ 『わがコミュニティ
のために』 という生き甲斐｣ において､ ｢リ
レーションシップ・バンキング｣ が効果的に
機能するためにも､ コミュニティ・バンカー
のコミュニティ観やコミュニティにおける
｢協働の習慣｣ が重要であることを指摘した｡
もっとも､ 省みれば､ そこには ｢銀行こそが
地域に対する働きかけの主体となるべき｣ と
いう､ 確たる論拠のない思いこみもあったよ
うに思う｡
そのことに気づかされたのが､ 米国ミネソ
タ州ダルース (Duluth) 市でのコミュニティ
銀行等への訪問調査においてであった｡ すな
わち､ 筆者は同調査を通じ､ 下記引用文のよ
うに､ (コミュニティ銀行のリレーションシッ
プ・バンキングへの取組みよりも) まず ｢地
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域の協働ネットワーク｣ の存否こそが鍵で､
コミュニティ銀行のリレーションシップ・バ
ンキングも､ その条件が満たされてこそ､ よ
り有効度が増すのではないか､ という問題意
識をいだくようになった｡
｢[ダルースの事例を見るかぎりでは] 経
済的に低迷した地域における 『金融の円
滑』 には､ コミュニティ銀行のリレーショ
ンシップ・バンキングに期待するだけで
は足らず､ コミュニティの他の成員や行
政・地元企業等を含めた 『地域の協働ネッ
トワーク』 が必要なのである｡ それによっ
て､ コミュニティ銀行にとり､ 借り手と
の間の情報の非対称性が一層減ずること
ではじめて､ 自行の信用リスクを他の融
資より高めることなく､ 起業促進なり低
所得層向け住宅融資なりの地域貢献策に
取り組むことができるのである｡｣
(由里 [2004]､ p. 36)
筆者はその後､ 米国ウイスコンシン州ミル
ウォーキー市で女性起業家支援 NPO の訪問
調査も行ったが､ そこでは､ 起業家の育成機
能､ および創業期の最小事業 (microbusi-
ness) に対するリレーションシップ・バンキ
ングの提供者としての､ 起業支援 NPO や
NPO バンクの役割の重要性に気づかされ､
上記の ｢地域の協働ネットワーク｣ の主だっ
た要素としての NPO の重要性を指摘した
(由里 [2006])｡
しかるに､ 上掲の由里 [2004] (pp. 36-37,
pp. 40-41) および由里 [2006] (pp. 66-67)
においても指摘したように､ わが国金融庁お
よび金融審議会 (金融分科会第二部会) の
｢リレーションシップ・バンキング (地域密
着型金融) の機能強化｣ に関する論議では､
相変わらず ｢銀行こそが地域に対する働きか
けの主体となるべき｣ という､ 地域金融機関
に対し精神論的に督励するような語調が目に
付く(5)｡ 縦割り行政の限界 (金融庁は地域金
融機関以外の地域組織や地域社会に関しては
関与しにくい) なのかもしれないが､ いわば
リレーションシップ・バンキング成育のため
の土壌ともいうべき ｢地域の協働ネットワー
ク｣ それは地域金融機関のみで担いうる
ものではなかろう をどう涵養するか (あ
るいは ｢官｣ がそれを阻害しているのであれ
ばそれをどう是正するか) という議論もまた､
重要なのではあるまいか｡
 本論の意図と構成
以上述べてきた､ テューペロ訪問調査に先
立つ筆者の問題意識をまとめると､ 以下のよ
うになる｡
①パトナムが全米的にも顕著なソーシャル・
キャピタルの成長事例として挙げる ｢テュー
ペロ・モデル｣ に対する関心｡
②｢地域の協働ネットワーク｣ がリレーショ
ンシップ・バンキングの機能発揮を促進
する傾向の有無に関し､ (コミュニティ
銀行よりむしろ) ｢コミュニティ｣ およ
び ｢(NPO など) コミュニティ組織｣ に
焦点を当てて調査することの必要性｡
本論では､ これらの問題意識に基づき､
｢テューペロ・モデル (Tupelo Model)｣ と
称されるようになった､ テューペロおよび周
辺農村域におけるコミュニティ振興策 (特に
コミュニティ成員同士が話し合い協力する機
会の意識的増強､ および中初等公教育・技能
教育の推進) と地域経済振興策とを､ その前
史および揺籃期を含め描出する｡ そのベース
となるのは､ 関連文献・資料 (2006 年 9 月 5
日・7 日に現地で収集したものを含む) とと
もに､ 2006 年 9 月 6 日に行ったテューペロ
市長 (Ed Neelly) および財団首脳陣 (CDF
の David P. Rumbarger 理事長､ および
CREATE 財団の Lewis Whitfield 上席副理
事長) へのヒアリング､ および同 7 日に行っ
たコミュニティ銀行経営層 (5 節参照) への
ヒアリングである｡
本論の構成は以下のとおりである｡ まず､
次の 2 節においては､ テューペロおよびその
周辺農村域の地理的・歴史的条件を簡記した
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のち､ 1930～40 年代に地元新聞の社主とし
てテューペロの振興策を訴えて回り､ テュー
ペロ・モデルの礎を築いたジョージ・マクリー
ンのビジョンと行動を紹介する｡ 本節におい
てはまた､ 他の地域への導入可能性にも関わ
る､ ｢テューペロ・モデル｣ のやや特殊な前
提条件 (マクリーン氏の存在や同地域の精神
的風土等) に関しても指摘する｡
3 節では､ 地域社会・経済の振興の組織的
中心となる地域振興財団(CDF) (1948年設立)､
および教育・社会事業のための CREATE 財
団 (1972 年設立) の両財団の設立経緯と活
動､ それによる地域社会・経済の変化を述べ
る｡ その際､ この二つの地域財団がソーシャ
ル・キャピタル論で言われる ｢橋渡し
(bridging) 型｣ ソーシャル・キャピタルの､
先駆的 (CDF の場合) かつ明瞭な事例に相
当するのではないか､ との所見も併せ述べる｡
4節では､ コミュニティのソーシャル・キャ
ピタルの涵養をベースとし地域財団を組織的
ツールとしてコミュニティ振興・地域経済振
興を図るテューペロ・モデルの成果と課題に
関し､ 整理し見解を述べる｡ そのなかで､ テュー
ペロの立地条件とテューペロ・モデルの成功
との関連性についても若干考察する｡
5 節では､ テューペロの主な地元銀行 2 行
に視点を移し､ その地域貢献活動を紹介する｡
そこでも浮かび上がるのが､ (地元銀行では
なく) CDF および CREATE 財団こそが
｢地域の協働ネットワーク｣ の要
かなめ
となってい
る､ という様相であり､ また､“A commu-
nity bank can be only as good as its com-
munity" (コミュニティ銀行は地元コミュニ
ティが良く機能している分だけ [コミュニティ
成員として] 良く活動できる) という､ コミュ
ニティ銀行業界で良く聞かれる言葉の再確認
である｡
第 6 節では､ テューペロにおける､ 以上の
ようなコミュニティ振興・地域経済振興策と
地域金融機関の関与とを踏まえ､ 本節でも言
及した､ わが国における行政・経済・金融主
導型の地域振興策の限界について､ 所見を述
べる｡
 テューペロの地域振興策に関連した文献
テューペロの地域振興策は､ 今まで挙げて
きたパトナムの著作､ および次節以下で紹介・
引用するテューペロ関係者による著作物以外
にも､ 米国では少なからずの紙誌・論考等で
取り上げられている｡ テューペロのあるミシ
シッピ州北部を所管するセントルイス連邦準
備銀行は､ Putnum [2000] よりも前に
Eubank [1999] のレポートを公表している｡
同レポートはテューペロの地域振興財団
(CDF) の役割に着目している｡
また､ 地域振興コンサルタント 3 名の手に
なる Henton et al. [2004] は､ pp. 115-119
においてテューペロを取り上げ､ CDF およ
び CREATE 両財団を中心とする地域振興活
動が､ 地域の成員すべてに対する教育機会お
よび [経済・社会的] 向上機会 (upward
mobility) の提供､ という一貫した理念に裏
打ちされていることを特筆している｡
なお､ テューペロに関してではないが､ 本
論と同様､ わが国の地域振興策に対する含意
を得るという問題意識から､ テネシー州チャ
タヌーガ市の再生事例をコミュニティ組織や
住民参加の促進に着目して紹介した小門
[2004] および間下 [2007] も､ 本論の先行
論文に含めてもよかろう｡ もっとも､ チャタ
ヌーガの市としての人口は 15.3 万人､ 都市
圏 (Metropolitan Statistical Area) 人口は
46.5 万人に達するのに対し､ テューペロの
市の人口は 3.4 万人､ 同市をとりまくリー郡
域でも 7.7 万人にすぎない (いずれも 2000
年国勢調査；http://census.gov/main/ww
w/cen20000.html)｡
また､ チャタヌーガは､ 南北戦争以前から
｢南部への入り口 (the gateway to the
South)｣ と称される交通要衝地､ かつアパ
ラチア山脈南部の豊富な鉱物資源を後背地と
する商工業中心地として､ 南部屈指の都市で
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あった (King [1972]､ pp. 527-535)｡ すな
わち､ いみじくも上記 2 論考とも ｢(都市)
再生｣ との語をしばしば用いているように､
チャタヌーガには ｢再生｣ の対象となる都市
史・伝統や都市インフラが少なくなかった｡
他方テューペロは､ 次節で述べるように､
1940 年代においてもなお､ ミシシッピ州の
中でも新興都市に過ぎず､ 都市コミュニティ
としてのソーシャル・キャピタル､ 都市イン
フラ､ 産業基盤などの多くを一から築き上げ
ねばならなかったのである｡
最後に､ 筆者のテューペロ訪問調査 (2006
年 9 月初旬) の約半年後､ 2007 年 2 月 27 日
に発表された､ トヨタ自動車北米 8 ヶ所目の
工場建設にかかる､ 日米の (主に経済) メディ
アによる一連の報道・解説記事(6)も､ 本論の
関連文献に挙げられるであろう｡ 管見する限
り､ それらのなかにテューペロのユニークな
地域振興策への言及はないが､ Business
Week 誌 (July 23, 2007) の“The High
Cost of Wooing Google”と題した記事
(Byrnes [2007]) に関しては､ 若干付言し
ておきたい｡
同記事の大半は､ ノースカロライナ州のラ
ノー (Lenoir) という町が､ インターネッ
トビジネス最大手の一つグーグル社のサーバー・
センターを､ 過大な (と記者は見る) インセ
ンティブを提供して誘致したことに関するも
のである｡ ラノー以外にも ｢財政負担の軍拡
レース (fiscal arms race)｣ を競う 10 の市
町と誘致企業名が一覧表になっており､ ｢テュー
ペロ－トヨタ自動車｣ の事例も ｢2.94 億ド
ルのインセンティブ｣ という説明付きで挙げ
られている｡ もっとも､ トヨタ自動車本社の
発表によると､ トヨタの進出地は､ 正確には
テューペロ郊外のブルー・スプリングス (そ
の所属郡域は､ テューペロのあるリー郡の北
西のユニオン郡) である (日本経済新聞
2007 年 2 月 28 日)｡
Business Week 誌の上記記事の指摘は､
筆者も由里 [2000] p. 161 で紹介した政治哲
学者 Sandel [1996] の次のような指摘と共
通点を有しており､ もしテューペロが間接的
にでも同記事でいう ｢財政負担の軍拡レース｣
に参加するようになったとすれば､ それはテュー
ペロ・モデル 下掲のサンデルのいう ｢市
民的価値観に裏打ちされたコミュニティを築
く｣ ことをまさに重視してきた の方向転
換を示す可能性がある｡
｢家族・近隣・学校を強くするという趣
旨に反対する人はいなくても､ 市民的価
値観に裏打ちされたコミュニティを真剣
に築こうとすれば､ コミュニティの基盤
喪失を大衆文化と大きな政府のせいにす
る保守派との対立が待っている｡ しかし
放縦に振舞う市場経済こそが最大の原因
なのだ｡
企業は雇用を楯に市や州に減税､
ゾーニング規制の変更､ 環境規制
の緩和を要求するが､ それはコミュ
ニティの力を剥奪する｡ (後略)｣
もっとも､ 上記 Business Week 誌の記事
に挙げられた ｢2.94 億ドルのインセンティ
ブ｣ に関しては､ ほぼ全額ミシシッピ州が提
供するようであり(7)､ テューペロ自体の ｢財
政負担の軍拡レース｣ への参加を示すもので
はないようである｡ しかしながらやはり､ ト
ヨタ自動車が隣接地域に進出することによる
今後の展開 とりわけ業種基盤の多様性や
(少数の大手事業所への依存よりも) 多数の
中小事業所に重きを置いてきた地域経済振興
策の変化如何､ また､ 日本人を含む外からの
転居者の受容などコミュニティへの影響如何
に関しては､ 別稿を期すしかない｡
いずれにしても､ 今後わが国とテューペロ
との関係が深まる情勢となったことで､ テュー
ペロに関し筆者が知るところを本論でまとめ
ておくことの意義も増したのではないかと思
われる｡
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2. ジョージ・マクリーンのビジョン､ およ
びそれを精神的基盤とするテューペロ・
モデルの特色
 テューペロの地理的条件と 1930 年ごろ
までの略史
テューペロは､ 米国の中でも経済的に最後
進地域とされてきた ｢ディープ・サウス
(Deep South；深南部)｣(8) の一角､ ミシシッ
ピ州の東北部に位置する (図表 1)｡ 同市お
よび同市が属するリー郡 (Lee County) は､
サウスカロライナ州オーガスタ付近から三日
月型にのびる黒土地帯
B l a c k B e l t
にあり､ 19 世紀まで
は競争力ある棉
めん
作地帯であったが､ 20 世紀
に入る頃には土壌の荒廃および産地間競争で
の敗北により､ 利益を上げることが難しくなっ
ていた (Skates and Sansing [1993]､ p. 21,
p. 26；藤岡 [1993]､ p. 21)｡
テューペロは､ 1866 年に設置されたリー
郡の郡庁所在地となり､ 1870 年には町とし
て組成 (incorporate) された (人口 618 人)｡
だが郡庁所在地に選ばれたのは偶然にも郡域
の中心に位置していたからで､ 当時のテュー
ペロは局地的な交易中心地に過ぎず､ 歴史的
にも経済的にも建築美観的にも決して郡内で
際だった町ではなかった (Grisham [1981]､
pp. 39-44, pp. 50-52)｡
1886 年にメンフィス－バーミングハム鉄
道路線が開通し､ 停車駅が置かれたこと､ ま
た､ 同年にリー郡唯一の銀行 (The Bank of
Lee County) が南方の Verona から移転し
たことは､ テューペロがリー郡およびその周
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図表 1 テューペロとその周辺郡域 (1946 年)
出所：Doane Agricultural Service, Inc. [1946]
辺農村域の商工業中心地になる契機となった
(同､ pp. 84-85)｡ しかしながら､ 1890 年代
には土壌保全を考えない連作のたたりで綿花
の生産力が低落したことに加え､ 産地間競争
の激化で綿相場が継続的に下落し､ テューペ
ロ周辺の農村域の疲弊が進み､ テューペロ自
体の商工業も不況にあえいだ (同､ pp. 90-
92)｡
この状況を改善させたのが､ 1900 年前後
の農地排水改良プロジェクトの成功に伴う周
辺農村域での棉
めん
作の復活､ および､ 折から米
国南部で巻き起こっていた綿紡績工場ブーム
がテューペロにも波及したことであった (既
に鉄道 2 路線の交差地点という好立地条件を
備えていたことも寄与した) (同､ pp. 105-
108､ pp. 159-160)｡
この経済的復活を､ テューペロの町のリー
ダーたちは､ ミシシッピ州内でも先駆的な舗
装道路網の整備に結びつけた｡ 道路網整備は
住民のコスト負担を伴わざるを得ないため､
州内全般､ およびテューペロ周辺農村部でも
反対が強かったが､ この頃のテューペロには､
(同州の他地域や農村部と比すれば) 一種の
進歩主義 (progressivism) と､ 他地域に対
する先導的意識が芽生え始めていたのである
(同､ pp. 152-166)｡ 1915 年に造られた､ 米
国南部全体でも先駆的なコンクリート製のハ
イウェイこそは､ 次段以降で詳述するジョー
ジ・マクリーンが初めてこの町にやってきた
ときの､ テューペロの鮮明な第一印象であり､
後に彼は幾多の演説や会話で､ 同ハイウェイ
を ｢テューペロにおける､ 協力し合い成し遂
げる歴史の象徴｣ と呼ぶことになる (同､
pp. 171-172；McLean [1970]､ p. 3)｡
もっとも､ 前述のように棉作農地が復活・
拡大したといっても､ 全米的な産地間競争の
激化の前では､ その収益性は上がらず､ 好不
況の波にも左右された｡ 1910年代以降､ テュー
ペロの銀行が協調し合って農業の多角化 (畜
産業の導入など) を推進したものの､ 収益性・
競争力の目立った向上は見られなかった｡ そ
うこうするうちに 1929 年以降の大恐慌が襲
い､ 農業はもとより､ 衣料品などの工場も売
上 不 振 や 労 働 争 議 で 閉 鎖 が 相 次 い だ
(Grisham and Gurwitt [1999]､ pp. 20-21)｡
加えて､ 1936 年に大竜巻災害が起こり､ 230
名の犠牲者と市街の荒廃をもたらした (同､
p. 17)｡
 ローカル紙の若き出版主ジョージ・マク
リーンの登場
1937 年､ 500 人を雇うテューペロ最大の工
場を閉鎖に追い込む労働争議が発生した際､
ローカル紙 ｢テューペロ・デイリー・ジャー
ナル (Tupelo Daily Journal)｣ (以下 TDJ
紙) とその若き社主ジョージ・マクリーン
(George McLean) とは､ 全面的に労働者を
支持し､ テューペロの商工業主たち大多数の
反感を買った (同､ p. 24)｡ 当時の購読者数
はわずか 500､ この出来事によりそれがさら
に減った同紙は､ 廃刊の瀬戸際に追い込まれ
た (Putnam and Feldstein [2003]､ p. 99)｡
マクリーンが 1934 年に破産寸前の TDJ
紙 (以前の名称は Tupelo Journal) を買い
取る前､ 同紙は町の有力者間の論争や勢力争
い に 関 わ る こ と に ｢ 臆 病 ｣ で あ っ た
(Grisham [1981]､ pp. 98-99)｡ そんな同紙
が､ マクリーンの元で積極的に町のオピニオ
ン・リーダーたらんとするようになり､ ｢テュー
ペロ・モデル｣ の発展にも大きく寄与するこ
とになるのは､ マクリーンの個人的信念､ 行
動力､ そして時間と私財を惜しみなく投じた
ことに､ 多分に支えられている｡
このジョージ・マクリーンとは､ どのよう
な人物だったのであろうか｡ 1904年､ ミシシッ
ピ州のほぼ中央部ウィノーナ (Winona) の
生まれで､ 当初は長老派 (Presbyterian)
教会の牧師を志したが､ 人種差別の撤廃と労
働者・貧農の経済的地位向上を主張する彼を
受け容れる教会はなかった｡ ミシシッピ大学､
スタンフォード大学等で心理学・哲学・社会
学を学んだのち､ メンフィスのサウスウェス
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タン・カレッジの教職に就くが､ 労働者・借
地農のための活動が物議をかもし､ 職を失っ
た｡ そのような彼が次に行なったのが､ 見知
らぬ土地テューペロの､ 破綻寸前の TDJ 紙
を買取ることだったのである (CDF [2004a]､
p. 1；Putnam and Feldstein [2003]､ pp.
98-99)｡
TDJ 紙の発行人となったマクリーンは､
同紙の社説・特集記事においてのみならず､
自ら町を歩き回り､ 商店・企業主たちに
｢(人口も景気も停滞したこの町で) もっと売
上げを伸ばすには､ 買い手 (労働者・黒人・
農民) の金の入りを増やすしかない｣ と､ 意
識 変 革 を 説 き 続 け た (Putnam and
Feldstein [2003]､ pp. 99-100)｡ もっとも､
保守的で社会階級意識・人種差別意識も強い
ミシシッピ州で､ このような訴えが容易に聞
き入れられるはずはなかった｡
 テューペロ・モデルの精神的主柱となっ
たジョージ・マクリーンの宗教的信念
昨今のわが国の ｢地域起こし｣ に関しよく
言われるのが､ 地域のためにかけずり回る
｢ばか者｣ の必要性､ である (たとえば下平
尾 [2006]､ p. 108､ 山口 [2004]､ pp. 81-82)｡
さしずめマクリーンなどもその典型例にみえる
が､ テューペロの経済的・政治的指導層にとり､
マクリーンを ｢ばか者｣ ないしは ｢問題人物
(troublemaker)｣ (Putnam and Feldstein
[2003]､ p. 99) の一言で片づけられない理由
が､ 少なくとも一つはあった｡
それは､ 彼とその妻アンナが､ テューペロ
の経済的・政治的指導層の間で最も信仰を集
めている長老派 (Presbyterian) 教会の､
敬虔で宗教観豊かなプロテスタントであった
ことであった｡ マクリーン夫妻が毎週水曜日
の夜に自宅で催す聖書研究会には､ 労働問題
などでは彼と意見を異にする銀行経営者や政
治家たちも次第に顔を出すようになった｡ 結
局 6 年余りを要したが､ テューペロの既存の
指導者たちは､ マクリーンが自己の名声・利
益のためではなく､ 町およびその周辺農村の
利益を真に図ろうとしていること､ また､ 単
に理念を掲げるだけではなく､ 地域経済振興
のための社会的・組織的条件の整備を既存の
指導者たち､ 一般住民たちと共に考えようと
していることを認識し､ 彼を信頼するように
なったのである (Grisham and Gurwitt
[1999]､ pp. 24, 31, 33)｡
このように､ マクリーンの宗教観がテュー
ペロの既存の指導者たちからの信頼を取り付
ける重要な契機となり､ またそもそも､ 本節
でもしばしば紹介するように､ マクリーンの
コミュニティとの関わりの主立った推進力と
なっていることは､ ｢宗教とは 『個人の私事』
だという考え方が広く行きわたっている｣
(阿満 [1996]､ p. 79) わが国においては､
やや理解しがたいかも知れない｡ だが､
Putnum [2000] も一つの章 (Chapter 7,
"Altruism, Volunteering, and Philanthro-
py") の多くを米国人のキリスト教会および
そのチャリティ行事への関わりに充てている
ように､ 米国社会においてはキリスト教信仰
と市民活動への参加 (civic engagement)
との有意な相関関係は看過できない (既に
Tocqueville [1945]､ vol.Ⅱ､ pp. 22-23 にも
それに関連した指摘がある)｡
加えて Ammerman [2005] が指摘するよ
うに､ リベラル派プロテスタント (一般的に
長老派教会も含まれる) 諸教派の信徒は､ 教
会単位でも個人としても､ コミュニティに対
する貢献意識が強い傾向がある｡ 筆者自身も､
今回を含め4度 (他にはアラバマ州2回､ ジョー
ジア州 1 回) の米国南部の取材で､“Bible
Belt”とも称される同地域における､ 米国内
でも相対的に強いとされる宗教意識とその影
響をしばしば実感してきた(9)｡
本段の最初に､ わが国の ｢地域起こし｣ で
よく ｢ばか者｣ が必要と言われる､ と述べた
が､ ジョージ・マクリーンも､ その追随者た
ちも､ おそらく ｢ばか者｣ と謙遜またはやや
自嘲するどころか､ ｢(神の目からみて) 最も
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正しいことを行っている｣ との意識のほうが
強かったのではあるまいか､ と推察される｡
下掲のマクリーンの演説に見られる､ そのよ
うな思いもまた､ (少なくともわが国では)
客観的には ｢ばか者｣ の範疇に入れられない
でもなかろうが､ 筆者が当地テューペロに滞
在する間､ 決して ｢ばか者｣ とは指摘し得な
いような信仰心の共有が､ 少なくとも筆者が
会った地域リーダーたちの間には感ぜられた｡
｢(前略) あなたたち [引用者注：CDF
年次総会に集まった人々] こそが､ あな
たたちの家族､ あなたたちのコミュニティ
に最も貢献できるのです｡ すべての機会
をとらえて､ あなたたちのコミュニティ
のすべての人に奉仕しましょう｡ そうす
ることで､ あなたたちの周りに人間的に
成長した人々が増える､ という喜びを味
わうことができます｡ その副産物として､
他の人々はあなたたちの人間的改善を認
めてくれるのです｡ (中略) わたしたち
は､ お互いの価値を認め､ お互いのこと
を考え､ お互いに気遣わねばなりません｡
ちょうど､ 神がわれわれ一人ひとりを､
あたかも世界に一人しかいないかのよう
に特別に愛してくださっているようにで
す｡
十分な養育を受けられない子どもたち､
十分な養育を受けられないまま大きくなっ
た人々､ 棄ておかれた子どもたち､ 棄て
おかれた人々 彼らを目の前にして自
問しましょう､ これはわたしの隣人､ わ
がコミュニティのなくてはならないメン
バーではないか､ と｡ その子､ その人を
無視することもできます｡ しかしそのコ
ミュニティは､ あなたがたが彼のために
できるはずの支援を行い､ そして彼がコ
ミュニティに貢献した場合と比べ､ 良く
ならないままなのです｡
(中略) 監獄の扉がきしんで開く時､ そ
の扉はどのような罪人を入れるためにき
しみ開くのか､ と考えるべきではありま
せん｡ それは､ あなたがた､ あなたがた
のコミュニティの問題を示す警鐘そのも
のなのです｡ コミュニティが相互に愛し
配慮しあう良い気風に満ち､ 欲求不満や
人生の意味を見間違っての犯罪が付け入
るすべがなければ､ そもそも監獄の戸は
開く必要がありません｡ それがきしみ開
くのは､ あなたがたの失敗､ あなたがた
のコミュニティの失敗なのです｡
(中略) 仮に､ コミュニティのどこかに
腸チフスや天然痘の発症が一つでも発見
されたら､ われわれは必死で病原を特定
し､ 病人を治そうとするでしょう｡ 社会
が病むのは､ より見分けにくく､ 病の進
行もひそかですが､ 実は一層危険なので
す｡ (後略)｣
(McLean [1970]､ pp. 10-11)
 マクリーンのメッセージを土台とするテュー
ペロ・モデルの特殊性と一般性
前 段 で そ の 一 部 を 紹 介 し た McLean
[1970] の演説は､ CDF が他地域の地域振興
関係者向けに行うテューペロ・モデルの説明
会で常時配布される｡ 前段でみてきたように､
1940 年前後の当地においては過激ともいえ
るリベラル思想の持ち主であったマクリーン
が､ テューペロの指導層からの信頼を獲得し
ていった主要因の一つに､ プロテスタント的
宗教意識､ しかも米国内でも相対的に強いと
される南部特有の厚い信仰心の共有 (さらに
その背景として人口流出入の少なさ(10)など)
があったと思われる｡ このような宗教的精神
基盤の共有は､ それ以降のテューペロの地域
振興努力においてもプラスに作用したと思わ
れるが､ 他方､ テューペロ・モデルの､ より
宗教的風土の薄い地域､ ないしは宗教上の教
派が混ざり合った地域での適用可能性を考え
るうえでは､ 留保条件ともなりうるように思
われる｡
また､ 以上のような宗教的精神基盤の共有
を前提として､ 上掲の演説からも窺われるよ
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うに､ マクリーンにはコミュニティ成員の精
神を鼓舞するリーダーシップがあった｡ しか
もそれは､ コミュニティの中に分裂を招くよ
りも､ 誰をも協力者に引き入れようとするリー
ダーシップであり (Grisham and Gurwitt
[1999]､ pp. 31-32)､ 実際､ 1983 年に彼が死
去した後､ テューペロはコミュニティを大き
く二分するような対立点を解消しにくくなっ
たといわれる(PutnamandFeldstein [2003]､
pp. 110, 286)｡ このような突出したリーダー
の存在も､ テューペロ・モデルの他地域での
適用可能性を考えるうえで､ もう一つの留保
条件ともなりうるように思われる (同､ p.
282)｡
もっとも､ 本論の冒頭に掲げたように､
Putnam [2000] p. 19 が ｢ソーシャル・キャ
ピタルは 『市民的徳性 (civic virtue)』 と呼
ばれてきた概念に緊密に関係している｣ と述
べていることに鑑みれば､ コミュニティ成員
が ｢徳性｣ 米国では宗教観に根ざす場合
も多い を磨くことを訴えるマクリーンの
メッセージは､ ソーシャル・キャピタル論の
見地からも正鵠
こく
を得ているかもしれない｡ す
なわち､ Putnam [2000] は同頁で ｢ある社
会が多くの徳性ある人々を有していても､ 彼
らが相互に孤立していては､ その社会はソー
シャル・キャピタルが豊かとは限らない｣ と
も述べるが､ マクリーンはテューペロの人々
に徳性と同時に協働も説く(11)のであり､ 徳性
・・・・・・・・
ある人々が積極的に協働する社会ならば､ 確
かにソーシャル・キャピタルは豊かであろう｡
また､ マクリーンの演説にみられる､ ｢コ
ミュニティの他の成員にとって良いことをす
ることがコミュニティを良くすることにつな
がり､ 結局は自分のためにもなる｣ というメッ
セージにしても､ Putnam [2000]､ pp. 20-
21 のいう ｢(社会に) 広く行き渡った互恵性
(generalized reciprocity)｣､ ないしは高度
に発達したソーシャル・キャピタルの価値を､
(結果的に) 説いているとも考えられる｡ 同
書 p. 324では､ ｢テューペロの住民はソーシャ
ル・キャピタル すなわち協力と相互信頼
のネットワーク に投資し､ 現実の経済的
収益を収穫した｣ と､ テューペロ・モデルの
一般的教訓をまとめており､ マクリーンのメッ
セージには､ 他地域の地域振興にとっても有
用な含意がある､ と解している｡
 ｢寄付文化｣ の先導役としてのジョージ・
マクリーン
テューペロ・モデルにおける､ ジョージ・
マクリーンの看過すべからざる貢献として､
もう一つ特筆すべきなのが､ コミュニティ財
団などに対する彼および彼の新聞社からの多
額の出捐
えん
である｡
1970 年代半ば､ マクリーン夫妻は､ リー
郡内全小学校の 1～3 学年の学級に､ 読み書
き指導の補助教員を配するため､ 年 15 万ド
ルを 10 年間寄付することを確約し､ 基金を
設立した｡ また､ 1972 年には教育・社会事
業を目的とする CREATE 財団の設立基金を
出捐するとともに､ 社主を務める TDJ 新聞
社の全保有株式を CREATE 財団に遺贈する
ことを約した (1983 年の死去により発効)｡
近年､ その配当収入は年 40 万ドルにもなっ
ている (Putnam and Feldstein [2003]､ pp.
105-106)｡
｢寄付文化｣ の国とも言われる米国 (高田・
戸口 [2005]､ 藤井 [2007] pp. 150-154) で
は､ 全国的にはより多額の寄付事例も多数あ
ろう｡ しかし､ 米国でも所得水準が最下位レ
ベルのミシシッピ州(12)､ そして人口数万人と
いうテューペロの規模を考慮すれば､ マクリー
ン (夫妻) からの寄付は､ 基金・財団にとっ
ての実際の有用度においても､ また地域の他
の住民に与えた感銘の度合 (そして彼らから
も地域のための出捐を引き出す ｢呼び水｣ 効
果) においても､ 影響度は大きかったものと
推察される｡
実際､ 上記 CREATE 財団の設立後､ 地域
の経済的有力者､ あるいは中堅所得層市民の
共同による教育・福祉・地域社会関連の基金
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設立の申し出が相次ぎ､ 一個人または一組の
夫婦で数百万ドル規模を寄贈する ｢大口｣ 篤
志家も散見される (Grisham and Gurwitt
[1999]､p. 52；CREATEFoundation[2006])｡
もっとも､ テューペロ・モデルにおける､
市民からの積極的な出捐 (基金拠出や経費に
充てる寄付) という特徴は､ 上記のように
｢寄付文化｣ のある米国内はともかく､ わが
国の地域振興への適用可能性に関しては､ 前
段の宗教的精神基盤などと同様､ 留保条件と
もなりうるように思われる｡
 Tupelo Daily Journal 紙の寄与
Putnam and Feldstein [2003] は､ あえ
て“The Journal”と題した段 (pp. 113-114)
を設けて､ TDJ (Tupelo Daily Journal)
紙がテューペロ・モデルの推進に果たした役
割を特筆している｡ ジョージ・マクリーンが
存命の間は､ TDJ 紙の紙面はほぼ同氏の意
向を反映したものであり､ その後も ｢TDJ
紙の使命はコミュニティづくりに他ならない｣
というマクリーンの意向は引き継がれている
(同､ p. 113)｡ すなわち ｢ジョージ・マクリー
ンは今も TDJ紙に生きている｣ (同､ p. 114)
とも解しうるわけで､ テューペロ・モデルに
対する彼の貢献度を主題とする本節を締め括
るにあたり､ TDJ 紙の地域振興への寄与に
関しても検討しておきたい｡
TDJ 紙(13)の近年の発行部数は約 3 万 6 千
部であるが､ もっぱら ｢コミュニティづくり
(building community)｣ を報道・論説の主
柱とする同紙の存在感および影響力は､ テュー
ペロおよびその近辺ではかなり大きい｡ 同紙
の紙面作りの方針は､ コミュニティに関係し
た問題を指摘するとともに､ 単に政治家等を
非難するよりも､ その解決策を提案すること
である｡ そのため､ スタッフたちにはコミュ
ニティとの積極的な関わりを勧めている｡ ロ
イド・グレイ編集長は､ ｢客観的報道｣ とい
う一般的原則とそのような積極的関与との微
妙な問題を認識してはいるが､ ｢ジョージ・
マクリーンが行ってきたことにならうことが､
『普通の新聞』 であることよりも大事｣ と考
えている(14) (以上､ Putnam and Feldstein
[2003]､ pp. 113-114)｡
このような､ ｢コミュニティの問題の解決
策を提案する｣､ そして ｢TDJ スタッフ自身
がコミュニティと積極的に関わる｣ という姿
勢は､ 古くは 1946 年に農村コミュニティ開
発協議会 (RCDCs；次節の参照) の創設・
運営を TDJ 紙が主導し､ その専従スタッフ
も同社が招き給料を支払ったこと (Grisham
and Gurwitt [1999]､ p. 25) に始まるが､
おそらく同紙の歴史で最も影響度が大きかっ
たコミュニティへの働きかけは､ 1950 年代
の人種間融和 (racial moderation) キャン
ペーンであろう｡
当時､ 同紙のライバル紙であった Lee
County Tribune (LCT) 紙は､ ミシシッピ
の多くの白人主体 (そのスタンスを取ること
が収益向上策でもあった) のローカル紙と同
じく､ 黒人差別を正当化する論陣を張り､
TDJ 紙の白人講読者層の切り崩しを図った｡
しかし､ TDJ 紙の白人講読者層は TDJ 紙に
対し一層厚い信頼を寄せており､ また同紙を
読むことで人種間融和に賛同する傾向が既に
あったため､ LCT 紙およびその論説への賛
同は集まらなかった｡ そして 1961 年､ ミシ
シッピ州では異例中の異例､ 米国の南部全地
域でも非常に早期に､ テューペロ市当局は､
黒人差別に反対する施策を打ち出し始めたの
であった (以上､ Grisham and Gurwitt
[1999]､ p.63)｡
このように､ TDJ 紙というローカル紙の
存在､ しかも新聞事業の収益性よりもコミュ
ニティづくりに一層注力する社主マクリーン
をトップにもつローカル紙を有していたこと
もまた､ テューペロ・モデルの推進要因､ し
かも米国内でも比較的満たされにくい条件と
して挙げられよう｡ 米国では､ テューペロを
含むリー郡クラスの､ 人口 10 万人弱の地域
にローカル紙が存在すること自体は珍しくな
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いが､ ｢コミュニティづくり｣ を新聞そして
スタッフたちの第一の使命に掲げるローカル
紙 は ､ や は り 稀 で あ る (Putnam and
Feldstein [2003]､ p. 114)｡ また､ 前段で述
べたように､ 1983 年のマクリーン死去に際
し､ TDJ 新聞社の株式の大半は CREATE
財団の所有となり､ 同紙はいわばテューペロ・
コミュニティの所有となった｡ このことは､
全米にローカル紙多しといえども､ 極めて稀
なケースである (同､ p. 113)｡
Putnam and Feldstein [2003] は､ 本段
の冒頭に述べたように､ コミュニティづくり
における TDJ紙の役割を特筆するとともに､
グレイ編集長の ｢ローカル紙こそ､ コミュニ
ティづくりがどの程度まで成功するか､ その
決め手となる｣ という趣旨の言葉(15)を紹介し
ている (p. 113)｡ (わが国では想像しがたい
が) 発行部数数万部規模のローカル紙が各地
で健闘している米国で､ ローカル紙が､ 上記
の人種間融和キャンペーンのように､ コミュ
ニティ内の異質の集団同士を ｢橋渡し (brid-
ge)｣ (次節参照) する役割を果たすならば､
確かにその効果は大きいであろう｡ その意味
で､ テューペロのコミュニティ振興における
TDJ 紙の役割は､ 米国の (ローカル紙をも
つ) 他の地域も参考とすべきものなのであろ
う｡
3. ｢橋渡し (bridging) 型｣ ネットワークの
先駆的導入
地域振興財団 (CDF) そして
CREATE 財団
 ソーシャル・キャピタルの 2大類型
｢内部結束型｣ と ｢橋渡し型｣
Putnam [2000]､ pp. 22-23 は､ ソーシャ
ル・キャピタルを類型化するうえで ｢おそら
く最も重要な区分｣ として､ ｢内部結束型
(または排除型)｣ (bonding or exclusive)
と､ ｢橋渡し型 (または包摂型)｣ (bridging
or inclusive)(16) という類型化を､ 下記のよ
うに提示する｡
｢ある種のソーシャル・キャピタルは､
意図的選択または必要性により､ 内向き
思考であり､ 排他的自己認識と同質的メ
ンバー構成とをより強化しようとする傾
向をもつ｡ そのような内部結束型のソー
シャル・キャピタルの例としては､ 特定
人種の友愛組織､ 教会女性信徒の読書グ
ループ､ および着飾って集まるカントリー・
クラブがある｡｣
｢他の類型のネットワークは外部志向的
で､ 社会的に多様な位置づけの人々を横
断的に取り込む｡ この橋渡し型のソーシャ
ル・キャピタルの例としては､ 公民権運
動､ 青少年奉仕グループの多く､ そして
宗派横断的な宗教組織がある｡｣
(Putnam [2000]､ pp. 22)
この ｢橋渡し型のソーシャル・キャピタル｣
の意義に関しては､ パトナム自身の著書
(Putnam [2000]､ Putnam and Feldstein
[2003]) はもちろんのこと､ たとえば Dale
and Onyx [2005]､ 西出 [2005] など､ 米
国以外のコミュニティ振興事例に関する研究
でも注目されている｡
本節では､ 前節でみたジョージ・マクリー
ンおよび TDJ 紙の､ ｢コミュニティの中に
分裂を招くよりも､ 誰をも協力者に引き入れ
ようとする｣ (2 節の参照) コミュニティ
づくりの哲学を基調として､ 1946 年に農村
コミュニティ開発協議会 (RCDCs)､ 1948
年にコミュニティ振興財団 (CDF)､ 1972 年
に教育・社会事業財団 (CREATE 財団) と､
テューペロ・モデルの核となる制度化された
｢交流の場｣ が打ち立てられていく様相を述
べる｡ それら ｢交流の場｣ が醸し出す ｢橋渡
し型｣ ソーシャル・キャピタルによって､ 経
営者対労働者､ 白人対黒人､ 町対農村といっ
た､ 根深く対立してきた ｢内部結合型｣ ネッ
トワーク相互間の隔壁が取り除かれていくそ
の様相は､ ｢橋渡し型のソーシャル・キャピ
タル｣ の意義に関する､ ケーススタディとも
ソーシャル・キャピタルの醸成と地域社会・経済の振興 61
なろう｡
本段で述べる､ テューペロおよびその周辺
農村域の相互間の交流の増大はまた､ 元々テュー
ペロという町や各農村という狭い地理的単位
に限定されていた ｢コミュニティ｣(17) が､ 意
識的に拡張され活性化していく過程でもある
(Grisham and Gurwitt [1999]､ p. 29；
Putnam and Feldstein [2003]､ p. 102)｡
自分たちの ｢コミュニティ｣ を人口数万人の
小都市にとどめず､ より広く拡張していった
ことも､ テューペロ・モデルの特徴であり成
功要因の一つに挙げられよう｡
なお､ 本節および次節は､ 前節に引き続き､
Grisham and Gurwitt [1999] お よ び
Putnam and Feldstein [2003] に主に依拠
しているが､ CDF および CREATE 財団で
のヒアリング (1 節の参照) およびその席
で受け取った資料もしばしば参照している
(それらを主典拠として用いる場合はもちろ
んその旨明示しているが､ Grisham and
Gurwitt [1999] お よ び Putnam and
Feldstein [2003] の記述を読みとる際の補
助として用いる場合には､ 煩雑さを避けるた
め明示していない場合もある)｡
 周辺の農村コミュニティを活性化させた
農村コミュニティ振興協議会 (RCDCs)
前節のおよびでみたように､ ジョージ・
マクリーンが 1934 年に TDJ 紙の社主とな
り､ 約 6 年を経てようやく､ コミュニティの
指導層たちの信頼を得るようになった｡ その
1940 年ごろのテューペロおよびその周辺
(リー郡) の農村には､ 前節のおよびで
みたように､ 長期低落傾向にあった棉
めん
作業､
萌芽段階の他の農畜産業､ および大恐慌と労
働争議とで半ば休業状態の中小工場があるだ
けであった｡
(テネシー河谷からは少しはずれていたにも
かかわらず) 1934 年に米国初の TVA (テネ
シー川流域開発公社) 指定都市としての認定
を受けるなど､ テューペロの町としてできる
打開策を出し尽くしていたテューペロの指導
層たちは､ マクリーンの意見を取り入れ､ リー
郡のみならずその隣接郡域をも含めた地域振
興 策(18) を 検 討 し 始 め た (Grisham and
Gurwitt [1999]､ pp. 28-29)｡
前節のの末尾で述べた､ マクリーンの
｢(人口も景気も停滞したこの町で) もっと売
上げを伸ばすには､ 買い手 (労働者・黒人・
農民) の金の入りを増やすしかない｣ との訴
えが､ 受け容れられはじめたのである｡ 前節
の図表 1 に示したテューペロの商圏図兼周
辺郡域図 (ミズーリ州の大都市､ セントルイ
スの農業経済調査会社が受託し作成) に基づ
き､ リー郡およびそれに隣接する 6 つの郡が､
地域振興策の対象として選ばれ､ 1946 年､
｢農村コミュニティ振興協議会 (Rural
CommunityDevelopmentCouncil；RCDC)｣
が各農村に組成された (その際､ テネシー州
ノックスヴィル近郊の農村振興策が参考とさ
れた) (同､ p. 25)｡ (なお､ RCDC は大小問
わず各農村に作られたので､ それらを総称す
る際には､ 複数形で“RCDCs”と表される｡)
各農村は振興協議会の設立により､ テュー
ペロの商工業主からの資金で一流の農業カウ
ンセリングを受けることができた｡ また､ や
はりテューペロからの資金提供で､ 多額の奨
励金が出る農作物コンテストが開催された｡
それらは､ 元々村同士の対抗戦が好きでお祭
り行事が好きだった村人たちにすぐ好評を博
するようになった｡ 何よりも､ 役職を決めて
村人の多くが参加する､ 農業技術学習会・食
事会・歌う会を兼ねたような振興協議会の寄
り合いそのものが各農村コミュニティを活性
化させ (そのことの重要性は､ マクリーンが
各農村を巡り当地のリーダーに説いた)､ 道
路沿いの美化や住戸・教会の補修・ペンキ塗
りなども競うように行われた (以上､
Grisham and Gurwitt [1999]､ pp. 34-38；
PutnamandFeldstein [2003]､ pp. 102-103)｡
TDJ 紙は積極的にそのようなコミュニティ
改善努力とその成果とを取材・紹介し､ 村人
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たちはその紙面にまた鼓舞された｡
Tocqueville [1945] も指摘する､ 米国人
の大いに集会好きの性分 (vol.Ⅰ､ pp. 114-
118) が､ 恐らくこのミシシッピ州の一角の
村人たちにも共有されていたのであろう｡ 振
興協議会や農作物コンテストなど､ 他の村々
やテューペロ市民にも橋渡しされた ｢交流の
場｣ が設けられたことで､ その集会好きの性
分が大いに発揚されたのである｡
マクリーンほかテューペロの RCDCs の主
導者たちは､ 各農村の振興協議会が村人の集
会好きの性分を満足させるだけにとどまらな
いようにも､ 気を配った｡ すなわち､ 個々の
農畜産物の収穫量､ 子どもたちの登校日数､
家屋の配管整備率などを細かく記録させ､ 農
村振興の進捗度を自覚できるようにした｡ そ
のような工夫､ およびそれに刺激された各農
村､ 各農民の自覚的努力は､ 1950 年代の農
民所得や貯蓄水準の急拡大 (それは次段で述
べるような工業化にも支えられているが) に
つながった (Grisham and Gurwitt [1999]､
pp. 37-38)｡
もっとも､ 同時期に全米を席巻しつつあっ
た農業の機械化・大規模化の波の前では､ 既
存の農村経済システムの延長線上で行いうる
努力に限界があることもまた､ 明白であった｡
事実､ 当地でも農村の男性の働き手の域外流
出が増加していた｡ ミシシッピ州の州当局は､
1930 年代の後半以降､ ｢農業を工業で補完す
る (Balance Agriculture With Industry；
BAWI)｣ という工場誘致政策を推進してお
り､ テューペロの指導層も第二次大戦直後に
その施策に乗った｡
だが､ 2 節ので紹介したように労働者の
労働条件に関し先鋭な意識をもつマクリーン
は､ ミシシッピ州の低賃金を売り物としよう
とする BAWI には反感ももっていた (実際､
同施策を利用したのはそれきりであった)｡
｢低賃金労働力と州政府補助金とに依存する
地域 『振興』 は､ 決して 『振興』 と呼べるも
のではなく､ 雇用主・労働者・地域社会が各々
自覚的に責任を共有し果たしていける仕組み
が必要｣ と､ マクリーンは考えた (以上､
Grisham and Gurwitt [1999]､ pp. 39-41)｡
この考え方､ そしてテューペロ自身やテュー
ペロ都市圏にとっての ｢交流の場｣ の必要性
が､ 次段でみるコミュニティ振興財団
(CDF) の設立へとつながっていく｡
 ｢内部結束型｣ の商工会議所を廃し ｢橋
渡し型｣ のコミュニティ振興財団
(CDF) へ
前段でみたように､ 農村コミュニティ振興
協議会 (RCDCs) は各農村のコミュニティ
づくりに寄与したが､ それに照らせばテュー
ペロの町自体はコミュニティとして必ずしも
良く機能していなかった｡ 南部の習いとはい
え人種間格差は大きく､ また白人間でも経済
格差は激しく､ 地域社会における協働の習慣
も仕組みも十分とは言えなかった｡ 町の主だっ
た企業主からなる商工会議所はあったが､ そ
の思考様式は依然として経営者対労働者､ 白
人対黒人､ 町対農村といった対立的構図に染
まったままであり､ ジョージ・マクリーンの
｢コミュニティの中に分裂を招くよりも､ 誰
をも協力者に引き入れようとする｣ コミュニ
ティづくりの要
かなめ
となるべくもなかった
(Putnam and Feldstein [2003]､ p. 104)｡
RCDCs の成功で､ マクリーンが唱道する
上記のようなコミュニティづくりの考え方は､
テューペロの経済・政治・社会の指導層たち
に受け容れられつつあった｡ マクリーン氏は
そのような気運を組織化しようとした｡ TDJ
紙と 3 つのコミュニティ銀行が中心的な拠出
メンバーとなり､ 他に 151 名もの基金拠出メ
ンバーを得て､ 1948 年､ 全米でも先駆的な
地域開発財団 (Community Development
Foundation；CDF) が結成された｡ CDF 初
年度に市民から得られた運営資金は 2 万 5 千
ドルに上り､ 商工会議所時代の最高記録額の
4 倍強であった (以上､ Grisham and Gurwitt
[1999]､ p. 27)｡
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この CDFは､ トゥーペロ市コミュニティ､
また同市と周辺農村部とを含むテューペロ都
市圏の､ 地域リーダーたち､ 市民たちの交流
の場､ そしてまた､ 地域振興のためのシンク
タンク・戦略本部となっていく｡ そして､
｢(首都) ワシントンにも (州都) ジャクソン
にもサンタクロースはいない｣ を合い言葉に､
｢誰をも協力者に引き入れようとする｣ コミュ
ニティづくりの哲学に則り､ 他方､ 他地域の
地域振興事例や外部専門家たちにも積極的に
学びつつ､ 手作りの地域振興策を展開してい
く (以上､ 同､ pp. 27-28)｡
産業面では､ ますます収益性が低下する棉
めん
作業・繊維工業への依存からの脱却のため､
家具製造業など立地条件の合う製造業の誘致・
振興が図られた｡ 1940 年代末から 1950 年代
にかけ､ 家具､ 機械､ タイヤなどの中規模工
場が引き続いて立地し､ CDF を核とした誘
致活動は成果を上げていった｡ その過程で､
テューペロとしては､ 新卒者､ 中途採用を問
わず､ どの働き手にも一定水準以上の教育・
技能が見込めることを工場誘致のアピール・
ポイントとすることが､ 次第に CDF に関わ
る人々の共通認識となっていく｡ そのような
アピール・ポイントなら､ 前段の末尾でも述
べた ｢雇用主・労働者・地域社会が共に満足
し栄える｣ というマクリーンの基本的考え方
ともよく合致するし､ また実際､ 時代を追う
に連れ高度化する一方の､ 産業側からの教育・
技能水準の要請に応えるには､ 教育・技能水
準の底上げに力点を置くことが､ (現在に至
るまで) 正しい戦略なのである (以上､ 同､
pp. 41-43；Lohr [2006])｡
そのような考えに基づき､ 職業教育に重点
を置いたコミュニティ・カレッジ (短期大学)
やミシシッピ大学 (University of Missi-
ssippi) の分校の招致が企画されたが､ たと
え高等教育機関があっても､ テューペロおよ
びその周辺郡部からの進学者が少なければ､
その効果は減殺される｡ 結局は､ 小学校から
高校までの公立教育水準の向上が必要なので
ある (私立学校が黒人を排除する隠れ蓑
みの
とし
て利用されがちなミシシッピ州では､ この
｢公立｣ の語の意味は重要である [Putnam
and Feldstein [2003]､ p. 116])｡ しかし同
地域は､ 1970 年ごろに至っても､ 全米比較
でみれば依然として下位 2 割に位置する程度
の教育達成度水準に甘んじていたのだった
(Grisham and Gurwitt [1999]､ p. 51)｡
 ｢コミュニティづくり｣ に特化する
CREATE 財団の設立
教育さらには社会改善 (黒人への偏見や貧
困家庭の多発は公教育の効果を著しく損なう)
にまで取り組むには､ CDF だけではもはや
限界がある､ そのことを見抜いたマクリーン
は､ 1970 年代半ば､ 2 節ので紹介したよう
に､ リー郡内全小学校の 1 ～ 3 学年の学級に
読み書き指導の補助教員を配するため､ 夫妻
で年 15 万ドルを 10 年間寄付することを確約
し､ 基金を設立した｡ また､ 1972 年には教
育 ・ 社 会 事 業 を 目 的 と す る CREATE
(Christian, Research, Education, Action,
Technical Enterprise) 財団の設立基金を出
捐
えん
するとともに､ 社主を務める TDJ 新聞社
の全保有株式を CREATE 財団に遺贈するこ
とを約した (1983 年の死去により発効)｡
CREATE 財団の設立は､ マクリーンのス
タンドプレーであったのではない｡ 1970 年､
テューペロの町制 100 周年を記念し今後 100
年間の発展を期する CDF の総会で､ 教育こ
そ が 鍵 で あ る こ と が 合 意 さ れ て い た
(Grisham and Gurwitt [1999]､ p. 50)｡
CREATE 財団の特徴は､ テューペロおよび
リー郡域､ さらには (CDF の場合よりも広
く) その周辺郡域 (2006 年現在では計 16 郡
で､ ミシシッピ州北東部を概ね包含) の篤志
家たちに､ コミュニティ振興のための基金拠
出や経費寄付のための常設の器 (もちろん税
制特典も容易に受けられる) を用意すること
にある (同)｡
そして CDF も､ CREATE 財団ができた
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後も引き続き教育振興策への関与を続けてい
る｡ 1970 年代から 1980 年ごろにかけ､ 前述
のように CDF がかねてより企図していたコ
ミュニティ・カレッジ (Itawamba Commu-
nity College) やミシシッピ大学テューペロ
分校の設置が実現し､ また､ TVA (テネシー
川流域開発公社)､ ミシシッピ州立大学､ ミ
シシッピ州教育省との協力で､ 職業技術教育
プログラム“National Model for Technical
Career Development”が発足している (同､
pp. 50, 52)｡
とはいえやはり､ 篤志家の出捐金を教育・
社会改善のために受けつける CREATE 財団
という器が用意され､ またマクリーンが自ら
｢大口｣ 篤志家となり先鞭をつけた効果は大
きかった｡ 元銀行経営者や老齢期を迎えた企
業家､ 志ある中流所得層市民の一団などから､
とりわけ中初等公教育の改善のため百万ドル
単位の基金設立の申し出が相次いだ｡ それら
基金の成果､ また TDJ 紙の教育振興キャン
ペーンによる各家庭・各学校での意識向上な
どにより､ 1976 年には全米で (最下位から
測って) 23％水準に低迷していたリー郡内の
生徒たちの英語読解力は､ わずか 10 年後に
は 90％近くの水準 (州内では最高水準) に
まで向上した (同､ pp. 51-52)｡
4. テューペロ・モデルの成果と課題
 テューペロ・モデルの経済的成果
Putnam [2000]､ p. 324 は､ ｢テューペロ
の住民はソーシャル・キャピタル すなわ
ち協力と相互信頼のネットワーク に投資
し､ 現実の経済的収益を収穫した｣ と述べる｡
2 節および 3 節で､ その生成の経緯および制
度的組立をみてきた ｢テューペロ・モデル｣
の､ その ｢現実の経済的収益｣ はどのような
ものであろうか｡
トゥーペロおよびその周辺は今や全米的に
も家具製造業の集積地の一つになった
(Greene [2001]) が､ グローバルな競争激
化のなか､ 収益性の維持は困難になってきて
いる｡ CDF はかねてより特定産業に依存す
ることの脆弱性を見越し､ たとえば自動車産
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図表 2 ミシシッピ州の郡ごとの家計所得中位数 (1999 年)
出所：U.S. Census Bureau, "Census 2000" webpage (http://www.census.gov/main/www/cen2000.html)
業のデトロイトから米国南部への移転など､
全国的な産業動向も読みつつ､ 自動車部品産
業など､ 製造業のなかでの業種多様化を図り､
さらには有力な地域医療センター (North
Mississippi Medical Center)(19) の誘致にも
成功してきた｡ 2 節のでみたように､ 1940
年代まではめぼしい工場もない地域だったが､
近年ではリー郡の農業人口比率は 2％にまで
低下している (以上､ Grisham and Gurwitt
[1999]､ pp. 47-48; Putnam and Feldstein
[2003]､ pp. 101)｡
直近 (2000 年) の米国国勢調査によると､
テューペロを含むリー郡の家計所得中位数
(median household income；1999 年) は
36,165 ドルで､ ミシシッピ州の 31,330 ドル
よりはかなり高いものの､ 米国全体の 41,994
ドルにはまだ差がある (テューペロ市のみで
は 38,401 ドル)｡ ただ､ ミシシッピ州内の郡
域ごとの､ 同所得水準の分布図 (図表 2､ 前
頁) を見れば､ リー郡域およびその西北隣の
ユニオン郡､ 同西隣のポントトック郡の 3 郡
は､ 確かに州内の非大都市域中では所得水準
において健闘している部類に入る｡ (なお､
州西北端の高所得地域はメンフィス郊外､ 州
中央部西側のそれは州都ジャクソン [都市圏
人口 44 万人 (2000 年国勢調査)] とその郊
外にあたる｡)
CDF は､ 今後テューペロ都市域の製造業
領域の雇用を引き続き促進するための鍵は､
(ハイテクよりむしろ)“mid-tech”水準の
産業にアピールできる技術・労働力プールの
育成だと考えている｡ その育成策の目玉とし
て､ イタワンバ・コミュニティ・カレッジに
高等教育センター (Advanced Learning
Center) が設置され､ コミュニティ・カレッ
ジ (大学の 1・2 年次に相当) 修了レベル相
当の社会人を主対象とした技術者教育を行っ
ている (Putnam and Feldstein [2003]､ p.
111；CDF [2004b])
CDF がもう一つ戦略的に重視しているの
が､ 起業促進である｡ テューペロ市のメイン
ストリートに面した好立地条件の街角に､ 起
業インキュベーターの Renasant Center for
IDEAs が建設され､ 2006 年 9 月より稼働し
ている｡ なお､“Renasant”は次節で詳しく
紹介するテューペロの 2 大地元銀行の一つの
名称で､ 同行は地域貢献と宣伝を兼ね､ 5 年
間・毎年 20 万ドルの条件でその命名権
(naming right) を買い取ったのである｡ ま
た"IDEA"には ｢事業アイデア｣ という意味
もさることながら､“innovation, develop-
ment, entrepreneurship in action”との意
が込められている｡ 市の中心部にも近い街角
立地という条件を活かし､ 一階には､ 当地で
人気のあるピーナッツバター・フードの小売・
飲食店も入っている (以上､ CDF の Rum-
barger 理事長の現地案内､ http://www.cdf
ms.org/renasant_center/home.cfm､ およ
び American Banker, Aug. 31, 2006, pp. 1
& 5､ による)｡
 経済的発展は好立地条件も奏功？
前段で ｢テューペロ・モデル｣ の経済的成
果と現在の課題・取組みを概観してきたが､
ここで､ 筆者が現地調査の前から感じてきた
｢ユニークな地域振興策もさることながら､
立地条件が元々良かったから成功したのでな
いか？｣ との疑問に関し､ ヒアリングその他
現地での見聞も含め､ 少し述べておきたい｡
図表 3 は､ CDF が地域外企業の工場立地
担当者､ 地域コンサルタント､ 他地域の地域
振興行政担当者などに対し､ 個別にまたは
｢テューペロ・モデル｣ 地域振興セミナーな
どで配布する資料の一つである｡ 同図は､ テュー
ペロが陸上交通の結節点の一つであり､ また
メンフィス､ ナッシュビル､ バーミングハム､
ジャクソンという､ 国際空港もある南部の主
要都市いずれにもアクセスが容易であるとい
う､ 好立地条件に恵まれていることを示して
いる｡
しかも､ 上記 4 都市は､ 近年の ｢サンベル
ト｣ 南部の発展に相伴い､ 人口増加率も高く､
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既に都市圏 (Metropolitan Statistical Area)
人口ではメンフィスおよびナッシュビルは
100 万都市となっている(20)｡ テューペロ市が
あるリー郡､ およびその西隣りのユニオン郡・
ポントトック郡､ 東隣りのイタワンバ郡の 4
郡は､ ほぼ完成に近づいてきた US ハイウェ
イ 78 号線 (チャールストン－アトランタ－
バーミングハム－メンフィス) という ｢サン
ベルト｣ の主要路上に位置し､ 4 郡いずれも
十数％のセンサス人口増加率 (1990-2000 年)
を示している｡
もちろん､ そのような人口増加率もまた､
｢テューペロ・モデル｣ があったからこそ､
ということかも知れない｡ しかし､ 筆者がテュー
ペロの町外れの､ 自動車が活発に行き交う大
きな道沿いで立ち寄ったフランチャイズ・レ
ストランのオーナー (他地域の出身で近年起
業) が ｢ここで成功できなければ､ 他のどこ
に行ってもだめだ｣ と語り､ 他方同オーナー
は CDF などテューペロの地域振興策の話題
にはあまりピンとこない様子だったように､
今のテューペロ都市圏には､ ｢テューペロ・
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図表 3 テューペロの交通立地条件 (2006 年)
出所：Community Development Foundation, Tupelo
モデル｣ の働きがなくとも､ 少なくとも経済
的には成長する勢いがあるようである｡
以上のような疑問を､ テューペロ市長､
CDF および CREATE の財団首脳陣に尋ね
てみると､ ｢確かに､ 19 世紀後半の鉄道以来､
立地条件に恵まれてきたのは大きい｣ と､ す
んなり認める答えが返ってきた｡ ただ､
CREATE 財団の Whitfield 上席副理事長は､
後に筆者にくれた論点メモや筆者との会話の
なかで､ ｢立地条件に恵まれてきたからこそ､
テューペロは周辺農村域や隣町などから妬
ねた
み
を買うおそれがいつもあった｡ その問題を意
識し続け､ [16 郡域を活動地域とする]
CREATE財団などの仕組みによって､ [テュー
ペロのみならず] より広い地域における協力
を取り付けなかったならば､ 経済的発展も今
ほどではなく､ 全米的に注目されること(21)も
なかったのではないか｣ と述べた｡ そもそも
検証は難しいが､ この答えは傾聴に値するの
でなかろうか｡
 ｢テューペロ・モデル｣ のコミュニティ
振興面での課題
CREATE 財団の Whitfield 上席副理事長
によれば､ テューペロおよびその周辺農村域
の地域振興については､ 中初等教育 (加えて
託児所・幼稚園のニーズも高まっている) そ
して障害者､ 高校中退者､ シングル・マザー､
被虐待児童などに対するケアなど､ コミュニ
ティづくりに関する課題こそが多く残されて
おり､ なおかつ､ 経済的課題よりも重要 (中
長期的には地域経済にも影響)､ という｡
Whitfield 氏が特に懸念するのは､ 地域振興
における中初等公教育の重要性が認識されて
数十年も経つ (3 節の参照) のに､ 高校
中退者が今なお多いことである｡
確かに､ ｢高卒以上比率｣ の分布図 (図表
4) を見れば､ リー郡域 (74.7％) よりも高
い比率を示す郡は､ ミシシッピ州の大都市部
(州西北端の高比率地域はメンフィス郊外､
州中央部西側の高比率地域は州都ジャクソン
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図表 4 ミシシッピ州の郡ごとの ｢高卒以上比率｣* (2000 年)
出所：U.S. Census Bureau, "Census 2000" webpage (http://www.census.gov/main/www/cen2000.html)
＊ "Percent of Persons 25 Years and Over with High
School Diploma or More Education"
とその郊外) 以外でも散見される｡ さすがに
テューペロ市に限れば 81.2％と､ 全米平均
の 80.4％を若干上回るが､ それでもまだ
｢教育水準｣ を売り文句にできるほどではな
い｡
Whitfield 氏は､ 高校ドロップアウト率の
高さの問題を､ 広々とした Tupelo High
School の敷地・建物が見渡せる車中で話し
てくれた｡ 日本人ならば恐らく大学キャンパ
スと見間違うような校舎群と敷地には､ なお
も建設途上の一角もある｡ 同氏によれば､ 職
業教育も普通教育も､ 既に設備投資水準は大
都市部の高校と比べても遜色ないものの､ 教
師の質､ および生徒の家庭環境などコミュニ
ティづくりの課題となるべき側面で､ 問題が
残っている､ という｡
Whitfield 氏は元銀行経営者で､ CREATE
財団とかかわるようになって以来､ これら社
会的側面をもつ問題と取り組むことの重要性
(地域経済振興にとっても) を訴えてきた｡
Association for Excellence in Education と
いう公立学校振興基金 (400 人のスポンサー
が年間約 15 万ドル [1990 年代末] を寄付)､
および教師研修センターの Educational
Learning Center (一人の実業家が 350 万ド
ル相当の収益資産を寄贈) などがその成果で
あるが (Grisham and Gurwitt [1999]､ p.
52)､ 今後はシングル・マザーたちへの支援
など､ 生徒たちの家庭をも顧慮した施策が必
要､ という｡
 筆者が歩いて実感したテューペロ市内の
｢互恵的行為｣
CREATE 財団上席副理事長 Whitfield 氏
は､ ｢この町では､ その人の肩書きではなく､
町のために何をしているかが重要なのです｣
という｡ Grisham and Gurwitt [1999]､ p.
61 にも､ ｢この地に高い地位を得て移り住む
人々も､ この町ではコミュニティづくりに積
極的に関わらない限り､ 社会的に受け容れら
れることはない､ ということに気づかされる｣
と述べる｡
また､ Putnam and Feldstein [2003]､ pp.
114-115 は､ テューペロは (同書に取り上げ
られた他の11事例と比べても) ｢コミュニティ
精神の模範例｣ と述べ､ ｢仕事に対するのと
ほぼ同じだけの努力をコミュニティのために
注ぎ込む事業家も少なくない｡ そのほうが､
自社の利益のみに執心するよりも､ 結局は利
益にもつながると信じるから｣ と続ける｡
テューペロの社会風土に関するこれらのコ
メントを聞くと､ ｢(社会に) 広く行き渡った
互恵性 (generalized reciprocity)｣ に関す
る､ Putnam [2000]､ p. 20 の次の一節が思
い返される｡
｢各人が種々の形でコミュニティへの関
わりをもち､ それらの関わりがネットワー
クをなしていくことで､ 『私は今あなた
のためにこれをします｡ あなたも あ
るいはコミュニティの誰かが いつか
また､ 私のために何かしてくれると思う
ので』 という互恵性の強固な社会規範が
育まれていく｡｣
Putnam [2000] が言う互恵的な行為が､
｢心の習慣｣ (Bellah et al. [1986] の言う
“habits of the heart”) となっているので
あれば､ テューペロの人々が､ 下記①②③の
ように､ 見知らぬ訪問者である筆者 (｢コミュ
ニティの誰か｣ でないことは一目瞭然である)
に対しても､ とにかく親切であった､ そのこ
とも理解できるように思う｡
筆者が出会った ｢互恵的行為｣ ①
公衆電話さえない小さな空港に降り立ち当
惑していると､ 警官 (｢9.11｣ 以降のテロ警
戒下でもあり､ はじめは尋問されるのかと思っ
た) が事情を聞き､ 携帯電話でタクシーを呼
んでくれた (結局パスポートもチェックされ
なかった)｡ タクシー乗り場さえない空港ビ
ル前でそのタクシーを待っていると､ 飛行機
で同乗だった何人もの人から､ 自分の車に乗
らないかと声を掛けられた｡
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筆者が出会った ｢互恵的行為｣ ②
郡立図書館で資料を探していると､ おそら
く 70 歳ぐらいのベテラン司書のベティさん
がやってきて､ (日本の図書館なら一般利用
者が勝手に手をつけられないような) 新聞ファ
イル (原本) や未出版の原論文などの書架に
案内してくれた｡ そして､ 別に筆者の身分証
明書をチェックするでもなく去っていった｡
筆者が出会った ｢互恵的行為｣ ③
ヒアリングでシャープペンシルの芯が尽き､
文具店に入ったが､ 芯は売っていなかった｡
女性店員は何軒かの文具店に芯を売っている
か電話してくれ､ その文具店が車のない筆者
には遠いとわかると､ 店の事務用のシャープ
ペンシルを譲ってくれた｡ (あまりに申し訳
ないので､ 店で売っていた音楽CDを一枚買っ
た｡)
もちろん､ 以上のような親切さが､ 米国南
部に特徴的といわれる“Southern Hospitali-
ty”(訪問者への手厚いもてなし) の表れな
のかも知れないし､ あるいは ｢ディープ・サ
ウス｣ の小都市に共通した親切心なのかも知
れない｡ ただ､ このような体験 米国訪問
歴の長い筆者にも今までにないものであった
も今回の現地調査の所産の一つと思われ
るので､ 書き留めておきたかった次第である｡
先に紹介した Whitfield 氏の ｢コミュニティ
づくりはまだ課題が多い｣ との言葉にかかわ
らず､ 少なくとも筆者の印象としては､ やは
り前述の ｢コミュニティ精神の模範例｣
(Putnam and Feldstein [2003]､ pp. 114-
115) という評価が納得できるような気がし
た｡
もっとも､ 本段ので紹介した町はずれの
フランチャイズ・レストランのオーナーのよ
うに､ 必ずしも当地のコミュニティ精神の感
化を受けていない (新しい) 住民も増えてい
る可能性はある｡ Putnam and Feldstein
[2003] は､ テューペロ・モデルを紹介する
Chapter 5 の最後に“Keeping the Spirit
Alive”と題した節を置き､ マクリーンが 8
千人のテューペロ市民に棉作農民の窮状打開
を訴えて回った頃に比して､ 市・郡域の人口
も経済活動の多様性も増し ｢コミュニティ成
員間の利害の結びつきがより緩くなった｣ 現
在､ 特に若い人々にコミュニティ精神をどう
引き継いでいくかが課題､ と結んでいる (p
p.117-118)｡
5. 地元銀行の貢献
"A community bank can be only
as good as its community"
 リー郡内の銀行の競合状況
テューペロを中心とするリー郡内には､ 7
つの銀行が競合している (図表 5)｡
これら 7 行のうち､ テューペロに本店を置
く 地 元 銀 行 は BancorpSouth お よ び
Renasant (レナサント) の 2 行である｡
BancorpSouth の総預金高は 100 億ドル近く
あり､ 米銀業界では ｢リージョナル銀行｣ に
分類される規模､ Renasant の総預金高は約
20 億ドル､ 米銀業界では ｢(大型) コミュニ
ティ銀行｣ に分類される規模である｡ もっと
も､ 総預金高では約 5 倍の差がある 2 行であ
るが､ 郡内預金シェアでは表にあるように差
が縮まり､ それも公金 (行政組織からの預金)
の影響を除きテューペロの企業・住民顧客か
らの預金に限れば､ 大差はないという
(Renasant の McGraw 会長の話)｡ これら 2
行は次段で紹介するように､ ともに ｢テュー
ペロのメイン・コミュニティ銀行｣ 意識をも
ち(22)､ コミュニティ貢献においてもライバル
かつ協力相手である｡
なお､ 郡内預金シェア 3 位の Merchants
& Farmers は､ テューペロの南南西約
150km ほどの Kosciusko 市に本拠を置くコ
ミュニティ銀行､ 4 位の AmSouth と 6 位の
Regions とはアラバマ州バーミングハムに本
拠を置く米国南部域の大手銀行､ 5 位の
中京企業研究70
Trustmark National はミシシッピ州内の預
金高ではトップ (約 55 億ドル) のリージョ
ナル銀行である (本店所在地は州都ジャクソ
ン)｡ 次段でヒアリング内容を含めより詳し
く紹介する Renasant は､ そもそも業務スタ
イルの異なる AmSouth・Regions の大手行
2 行はもちろん､ 他の非地元行に対しても､
顧客リレーションシップの手厚さで打ち勝っ
ていきたいと考えている｡
 レナサント銀行で聞くテューペロのビジ
ネス環境とコミュニティ風土
筆者は 2006 年 9 月 7 日､ 前段でも紹介し
たテューペロの 2 つの地元銀行の一つ､
Renasant Bank (以下 ｢レナサント｣) を訪
問し､ E. Robinson McGraw 会長兼 CEO
(以下マグロー会長) および Stuart R.
Johhnson 上 席 執 行 V.P. 兼 CFO (Chief
Financial Officer) (以下ジョンソン CFO)
にヒアリングするとともに､ John Oxford
V.P. (Vice President) の案内で本店､ 事務
センター､ および資産運用相談オフィスを見
学した｡
本論はテューペロの地域振興策がテーマで
あるので､ 同行訪問によって得られた情報や
知見､ およびリー郡立図書館所蔵の同行 (前
身は Peoples Bank & Trust で 1904 年設立)
関連資料のうち､ 地域振興策に関連したもの
を中心に記していきたい｡
レナサントは 2005 年 5 月にナスダック市
場上場 (証券記号：RNST) を果たし､ さら
に 2006 年 7 月には､ 同市場が収益性・流動
性等の観点からさらに選定した約 1,200 社か
らなる“Global Select Market”にも入った｡
財務および投資家向け広報を取り仕切るジョ
ンソン CFO は､ 筆者が日本から来た銀行論
の研究者と知ると､ (おそらく投資家向け説
明会でそうしているように) レナサントが成
長性と財務健全性とに優れた､ 投資対象とし
て有望な大手コミュニティ銀行であることを
アピールしてくる｡
しかし筆者が ｢全米あるいは他国の投資家
がレナサントに求めるものと､ このテューペ
ロ・コミュニティがレナサントに求めるもの
とが同じとは限らないのでは？｣ と水を差す
と､ ジョンソン CFO はむしろ表情を和らげ､
｢投資家に我々のコミュニティに対する価値
観を理解してもらうように務めています｡ 我々
が当地のコミュニティ銀行として何に注力し
ているのかを明確に語るのも､ (ディスクロー
ジャー活動として) 大切なことですから｣ と
述べた｡
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図表 5 リー郡内の銀行競合状況 (2006 年 6 月末､ 銀行単体ベース)
出所：Federal Deposit Insurance Corporation, "Summary of Deposits" webpage
(http://www2.fdic.gov/sod/) のデータより筆者作成
銀 行 名
本店
所在地
設立
準拠法
郡内
店数
郡内
預金高
全米
預金高
郡内預金
の比重シェア
BANCORPSOUTH BANK MS/Tupelo 州法 9 675,757 45.8% 9,579,884 7.1%
RENASANT BANK MS/Tupelo 州法 13 395,316 26.8% 1,987,422 19.9%
MERCHANTS & FARMERS BANK MS/Kosciusko 州法 4 145,593 9.9% 1,205,338 12.1%
AMSOUTH BANK AL/Birmingham 州法 4 118,739 8.1% 35,770,424 0.3%
TRUSTMARK NATIONAL BANK MS/Jackson 連邦法 5 70,730 4.8% 6,217,469 1.1%
REGIONS BANK AL/Birmingham 州法 2 59,846 4.1% 57,231,022 0.1%
FIRST AMERICAN NATIONAL BANK MS/Iuka 連邦法 1 8,868 0.6% 190,050 4.7%
(MS: Mississippi,
AL : Alabama)
(単位・千ドル)
マグロー会長は､ レナサントがテューペロ
で生まれ育ったから､ ということだけではな
く､ 実際にテューペロはビジネスの観点から
も魅力的な地域だ､ と言う｡ すなわち､ 保守
的で社会的・歴史的なしがらみも多いミシシッ
ピ州内でも､ ビジネスが進めやすく外部にも
開かれた気風がある､ というのである｡ 他方､
マグロー会長は､ テューペロ地域よりも経済
規模が大きく成長率も同等以上に高い､ メン
フィス､ ナッシュビル､ ハンツビル (アラバ
マ州北端)､ バーミングハムなどの地域にも
注力することの必要性も説く｡ 実際､ 既に店
舗展開が始まっており (Renasant Corpora-
tion [2006a]､ p. 9；Renasant Corporation
[2006b]､ p. 6)､ 目指すはリージョナル銀行
クラスの業容､ という｡
だが､ マグロー会長は､ ｢(BancorpSouth
のように) 4 つも 5 つもの州にまたがって展
開するのが得策とも考えない｡ あくまでテュー
ペロとつながった､ ビジネス風土も理解でき
る地域が良い｣ と続ける｡ そしてテューペロ
においては､ 前身の Peoples Bank & Trust
以来の庶民派コミュニティ銀行としての持ち
味も残していく､ という｡ 具体的には､ 中小
企業とのリレーションシップ重視の与信取引､
対面サービスの重視 (｢銀行は“The People
Place”であるべき｣(23) というのが長年のモッ
トー) とそのための職員教育システム､ 継続
的顧客関係を重視するがゆえの窓口・渉外・
融資担当者の配置換え間隔の長さ､ 成果給シ
ステムを採り入れつつも行員が安心して働け
る固定給水準の確保､ などである｡
マグロー会長は､ それらに引き続き､ コミュ
ニティ銀行として重要なこととして､ コミュ
ニティづくりに対する貢献策の具体例も挙げ
たが､ その内容については次段にゆずる｡
 ｢コミュニティ精神｣ で競い合いつつ協
力する 2つのコミュニティ銀行
本論でテューペロ・モデルについて述べる
際に主として依拠してきた Putnam and
Feldstein [2003] ､ および Grisham and
Gurwitt [1999] は､ 地元銀行の役割にはあ
まり言及していない｡ 特に前者ではほとんど
言及がなく､ 後者でも数カ所である｡ テュー
ペロ・モデルの先導役としては､ マクリーン､
CDF および CREATE 両財団､ そして TDJ
紙を挙げれば一応事足りる､ ということもあ
ろうが､ さりとて Peoples Bank & Trust
(現 Renasant Bank) (24) および Bank of
Tupelo (Bank of Mississippi､ 次いで現在
の BancorpSouth へと改称)(25) という､ 有
力な 2 つの地元銀行の貢献度が低かった､ と
解すべきではないようである｡
1940 年代､ マクリーンがテューペロの指
導層たちの間でようやく受け容れられはじめ
た頃､ Bank of Tupelo 頭取の J.C. White-
head はマクリーンの考え方に賛同し､ 銀行
内に ｢コミュニティへの奉仕｣ という考えを
再び息づかせた (Grisham and Gurwitt
[1999]､ p. 33)｡ CDF の揺籃期において､
Peoples Bank & Trust と Bank of Tupelo
を含む当時の地元 4 行は､ 資金面は勿論のこ
と､ 各行の頭取が週十数時間も時間を割き貢
献した｡ 彼らに加え､ 主たる商工リーダーた
ち､ そして市庁・郡庁のリーダーたちも参加
する CDF の理事会は､ 最強の意思決定機関
であった､ という (同､ p. 55)｡
また､ Peoples Bank & Trust で 1980～90
年代に頭取を務めた Ed Neelly 氏 (現テュー
ペロ市長) は､ ｢“Peoples”と冠している限
り､ コミュニティの人々にビジネス以外の面
でも奉仕せねばならない｣ が持論で､ 公立学
校に対する教育改善資金支援プログラム､ コ
ミュニティ・カレッジ進学奨学金､ 貧困労働
者たちのための無料診療所などを､ 同行のコ
ミ ュ ニ テ ィ 貢 献 策 と し て 根 付 か せ た
(Northeast Mississippi Daily Journal,
Aug. 10, 1992；Nov. 11, 2001)｡
4 節ので､ ｢テューペロ・モデル｣ の最
良の側面は ｢コミュニティ精神｣ であろう､
と述べる Putnam and Feldstein [2003] の
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所見を紹介したが､ この ｢コミュニティ精神｣
は､ レナサントにもバンコープサウスにも､
その組織にも役職員たちにも､ 見受けられる｡
レナサントのマグロー会長は ｢バンコープ
サウスとは小企業融資でも個人金融業務でも
競り合っていますが､ 一日の仕事を終え､ 2
つの地域財団のどちらかで向こうの経営陣と
顔を合わせたときには､ トゥーペロのために
力を合わせる仲間同士の関係に戻れます｣ と
語り､ たとえライバル行との間でも地域民同
士協力し合う ｢コミュニティ精神｣ が息づい
ていることを窺
うかが
わせる｡
また､ 2 節ので TDJ 紙がスタッフたち
にコミュニティとの積極的な関わりを勧めて
いることを紹介したが､ レナサントでも同様
の方針を取っている｡ 同行ではコミュニティ
組織やチャリティ活動への参加で職務を休ん
だり早退等する場合には､ 勤務扱いとしてい
る (Northeast Mississippi Daily Journal,
Nov. 11, 2001)｡
もっとも､ (元銀行勤務の筆者にも身に覚
えのある) 銀行業の習性からか､ 地域貢献に
おいてもライバル心が見え隠れするのは面白
い｡ バンコープサウスが地域文化・スポーツ
活動の拠点 Tupelo Coliseum の命名権を 250
万ドルで買い取り BancorpSouth Center(26)
としたかと思えば､ レナサントはそこからわ
ずか数百メートルの地点にできた起業家イン
キュベーター施設 (4 節の参照) の命名権
を総額 100 万ドルで買い取り Renasant
Center for IDEAs とした (CDF の Rum-
barger 理事長の､ 両センターが見える街角
での話)｡ レナサントが CREATE 財団の寄
付メンバー集めのため行員を ｢動員｣ して電
話作戦を展開すれば､ バンコープサウスも負
けじと ｢成約件数｣ の ｢積み上げ｣ に走る､
といった具合である｡ もっとも､ このような
ライバル心なら､ 地域にとっても大変有用で
あろう｡
レナサントのマグロー会長に､ ｢今､ 推し
進めたいと思っているコミュニティ貢献策は
何か｣ と尋ねると､ ｢人種を問わず､ 家庭の
所得を問わず､ 生徒たちの金融理解力 (fi-
nancial literacy) の向上が喫緊の課題だ｣
と述べ､ ミシシッピ州の銀行界としてもバッ
クアップしている“Junior Achievement”
金 融 理 解 力 向 上 運 動 (http://www.
mississippi.ja.org/) に､ 役職員ともにボラ
ンティア参加していると語った｡“Junior
Achievement”の背景は､ 米国全体としても
大きな問題になっている若年者層のカード破
産など金融問題の増加であるが､ 普段から
｢コミュニティ精神｣ を実践していれば､ 時々
の問題にも､ 頭と体と資金とを素早く動員す
ることができることを感じた｡
4 節ので､ 点描的とのそしりを覚悟で､
テューペロにおいて ｢筆者が出会った 『互恵
的行為』｣ を紹介した｡ また､ 同段で紹介し
たように Putnam and Feldstein [2003] は
テューペロを ｢コミュニティ精神の模範例｣
と評価する｡ そのような文脈でレナサントお
よびバンコープサウスの 2 銀行の地域貢献行
動を見ると､ ｢このコミュニティにしてこの
コミュニティ銀行あり｣ (既にリージョナル
銀行規模のバンコープサウスにも ｢コミュニ
ティ銀行｣ としての原点を忘れさせていない)､
との所感をもつ｡
筆者は米国のコミュニティ銀行関連記事や
コミュニティ銀行訪問などで､“A commu-
nity bank can be only as good as its com-
munity”という (趣旨の) 言葉を何度か見
聞きしてきた｡ テューペロの地元銀行 2 行は､
｢コミュニティ精神｣ が豊富なテューペロに
おいて､ この地域社会で標準的な (“as good
as its community”) ｢コミュニティ精神｣
を､ 自ずと発揮しているように感ぜられる｡
ところで､“A community bank can be
only as good as its community”という言
葉は､ 語中の“only”を強調すれば､ ｢コミュ
ニティ・バンクは地元コミュニティの分だけ
しか良くなれない｣ という意味にもなる｡
｢テューペロに比して､ 『コミュニティ精神』
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が一般的に相当乏しい地域に所在するわが国
の地域金融機関が､ コミュニティ貢献策が不
十分であるのも無理はあるまい｣ との所感も､
同時にいだいた次第であるが､ このことに関
しては結びとなる次節に譲りたい｡
6. テューペロ・モデルの含意
わが国の中小地方都市にとって
 テューペロ・モデルの核心
｢まずコミュニティづくりを｣
1 節 ｢はじめに｣ で述べたように､ パトナ
ムのソーシャル・キャピタル論に依拠した本
論の､ 実践的な問題意識は､ わが国における
行政・経済・金融主導型の地域振興策におけ
る ｢地域社会｣ に関する顧慮の不足であった｡
すなわち､ わが国の昨今の ｢リレーション
シップ・バンキング｣ 機能強化に向けた官民
の取組みも､ さらには政府の ｢地域再生｣ 諸
施策全体としても､ ｢経済再生｣ の視点に偏
り､ ソーシャル・キャピタル論の視座から自
ずと提起される ｢社会再生｣ への取組みは､
あまり顧慮されてこなかったのではあるまい
か､ という問題意識である｡ そのような視点
から､ 本論ではパトナムが ｢コミュニティ精
神の模範例｣ と評価する､ 米国ミシシッピ州
テューペロの地域振興策 (テューペロ・モデ
ル) を検討してきた｡
Putnam and Feldstein [2003] 第 5 章が
｢(経済振興策よりも) まずコミュニティづく
りを (Building Community First)｣ と題
して紹介するテューペロ・モデルの､ ｢まず
コミュニティづくりを｣ という基本理念を主
導したのは､ Tupelo Daily Journal (TDJ)
紙の社主ジョージ・マクリーン (1904-1983)
であった｡ 社会思想的には進歩主義者 (農民・
労働者・黒人を顧慮)､ 宗教的にはリベラル
派プロテスタント (テューペロ地域の白人支
配層と近親性) であったマクリーンは､
Putnam [2000]､ p. 324 が述べるように､
｢ソーシャル・キャピタル すなわち協力
と相互信頼のネットワーク に投資する｣
という､ テューペロ・モデルの基本的戦略の
形成を主導した｡
次に､ このような戦略の実行においては､
Putnam [2000] が ｢橋渡し (bridging) 型｣
ソーシャル・キャピタルと呼ぶ､ ｢外部志向
的で､ 社会的に多様な位置づけの人々を横断
的に取り込む｣ コミュニティ組織の､ 意識的
な形成が図られた｡ すなわち､ ジョージ・マ
クリーンの ｢コミュニティの中に分裂を招く
よりも､ 誰をも協力者に引き入れようとする｣
コミュニティづくりの哲学を基調として､
1946 年に農村コミュニティ開発協議会 (RC
DCs)､ 1948 年に (商工会議所を解消させた
うえで) コミュニティ振興財団 (CDF)､
1972 年に教育・社会事業財団 (CREATE 財
団) と､ テューペロ・モデルの実行上の核と
なる､ 制度化された ｢交流の場｣ が打ち立て
られていった｡
 テューペロ・モデル成功の (わが国では
満たされにくい) 諸条件
テューペロ・モデルの概略は以上のようで
あり､ 実際､ 筆者がテューペロを訪ねてもパ
トナムが評価する ｢コミュニティ精神｣ が実
感せられ (4 節の参照)､ わが国の ｢地域
社会再生｣ への取組みにとっても参考になろ
うと感ぜられる｡ もっとも､ わが国の地域振
興策に対する含意を汲み取るに際しては､ 以
下に挙げる①から⑤のような､ わが国の地域
社会の現況に比してかなり異なった条件
テューペロ独自のものにせよ､ 米国 [南部]
の小都市にある程度共通したものにせよ
のもとでこそ､ テューペロ・モデルが可能で
あったことにもまた､ 留意せねばなるまい｡
①宗教的精神基盤
はじめに､ テューペロおよびその周辺農村
域におけるプロテスタント的宗教意識､ しか
も米国内でも宗教心が強いとされる南部
(“Bible Belt”とも称される) 特有の厚い信
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仰心の共有､ という宗教的精神基盤の存在で
ある (2 節の参照)｡
②傑出したコミュニティ・リーダーの存在
次に､ ジョージ・マクリーンという､ 精神
性・実践力・資金力を兼ね備えた､ 稀なるコ
ミュニティ・リーダーの存在である (2 節の
～参照)｡ マクリーンの論説・演説では
聖書からの直接・間接の引用が多用され､ 上
記の宗教的精神基盤との共鳴作用で効果を増
した｡ このようなリーダーシップが､ 現代の
わが国の諸地域ではたして想起しうるかどう
か｡
③地域財団への豊富な寄付
また､ CREATE 財団にみられるように､
テューペロ・モデルの重要な資金源の一つが
(時に大口の) 寄付金である､ ということに
も留意すべきであろう｡ わが国では､ 地域財
団が仮に存在しても､ (米国では当然のこと
となっている) 寄附金税制控除が認められる
ことは稀で､ CREATE 財団のように億円単
位の寄附金が毎年見込まれる(27)状況は､ 地方
都市では想定し難いのではあるまいか｡
④コミュニティづくりに注力するローカル紙
の存在
さらには､ TDJ 紙というローカル紙､ し
かも新聞事業の収益性よりもコミュニティづ
くりに一層注力するマクリーン (同氏逝去後
は CREATE 財団) が所有するローカル紙の
存在である (2 節の参照)｡ 米国では､ ロー
カル紙の存在自体は珍しくないが､ TDJ 紙
のように ｢コミュニティづくり｣ を第一の使
命に掲げるローカル紙は､ やはり稀である｡
ましてや､ ｢一県一紙主義｣ という戦中期の
遺制を継ぐ(28)わが国では､ 多くの地域でロー
カル紙そのものが存在しない｡
⑤複数の地元銀行の存在
最後に､ トゥーペロで 2 行が競い合うとと
もに地域貢献策では協力し合う様相を見た､
地元銀行の存在である｡ わが国では､ 昭和初
期における大蔵省の ｢一県一行主義｣ (後藤
[1981]) により､ ほとんどの中小都市は地元
銀行を失った｡ また､ いわゆる平成金融危機
から 2000 年代初頭にかけ､ 信用金庫・信用
組合も激減し (由里 [2007])､ それによって
地元金融機関を失った地方中小都市も多い｡
結果として､ 本店所在の地元金融機関を複数
有することはおろか､ 一つでも有する地方中
小都市も少数派になりつつある｡
 テューペロ・モデルからわが国の地域振
興策が学びうるポイント
前段で列挙したような､ テューペロとわが
国の地方中小都市との条件の相違のなかには､
埋まることはなくとも､ 縮めることが可能な
ものもあろう｡ また､ 前段で挙げた諸項目と
は別に､ テューペロとわが国の地方中小都市
とに共通する要素や､ 同様に有効な地域振興
戦略もあろう｡ そのような視点から､ 本論を
締め括るにあたり､ テューペロ・モデルの含
意としての､ わが国の地域振興策のポイント
をまとめておきたい｡
A. 条件の不備を嘆くより､ 既存の地域資源
特に人 が活きる方途を考える
テューペロの CDF が米国の他地域の地域
振興関係者たちに対しテューペロ・モデルの
セミナーなどを行うと､ 決まって ｢(テュー
ペロと違って) 我々の地域にはこんな条件が
揃ってない､ そんな人物もいない｣ と､ ほぼ
決まって ｢ない｣ ことを嘆く出席者がいる､
という｡ そのような人々に対し､ テューペロ
の人々は､ ｢少なくとも 『(協働し合える) 地
域の人々 (people)』 がいるではありません
か｣ と言って励ます､ という (Grisham and
Gurwitt [1999]､ p. 69) (29)｡
そして､ その地域の人々が ｢協働｣ し合う
には､ 彼らが ｢地域の問題は自分と自分の家
族に具体的に影響を及ぼす｣ ことを認識する
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こと (同)､ および､ 彼らが相互に信頼を持
つこと (Putnam and Feldstein [2003]､ p.
109) が鍵になる｡ そしてこの ｢相互に信頼
を持つこと｣ だけは地域外の人が指導するこ
とは困難で､ それぞれの地域で方途を見出す
しかない (同)､ という｡
B. ｢顔と顔が合わせられる｣ 範囲を地域振
興の単位とすることの重要性
テューペロ・モデルにおいて､ 上記 ｢A｣
の最後に述べた ｢相互信頼｣ の醸成策となっ
たのは､ 農村コミュニティ開発協議会
(RCDCs) および 2 つの地域財団という､ 地
域の人々や地域リーダーたちが顔と顔を合わ
せて考え､ 実行する､ 常設の ｢協働の場｣ の
確保であった｡
たとえば CDF (テューペロの中心部に位
置) という ｢協働の場｣ に集まる場合､ テュー
ペロ市内ならば車で最大 20 分程度､ リー郡
の郡部からでも概ね 30 分程度で駆け付ける
ことができる｡ このような地理的近接性､ お
よびリー郡全体で約 8 万人 (近年) というコ
ンパクトな人口規模が､ 顔と顔を合わせて考
え､ 実行する ｢協働の場｣ の実を上げ､ ひい
ては ｢相互信頼｣ の強化に寄与したのではな
いかと考えられる｡
振り返ってわが国では､ ｢平成の大合併｣
により市町村が大型化し､ また都道府県を越
えた道州制の論議も盛んである｡ 筆者は地域
経済 (政策) 論の専門ではなく､ あくまでテュー
ペロ・モデルをみたうえでの所感であるが､
地域振興策の単位として､ 日常的な移動手段
(ローカル列車・バス､ 自家用車の一般道路
通行) で容易にメンバーが集まることのでき
るコンパクトな地域がもつ意味を看過すべき
ではなかろう｡
C. 中心市域に加えその経済圏にある農村域
も含め地域振興の範囲を考える
3 節で述べたように､ テューペロ・モデル
の一つの画期的な視点は､ 元々テューペロと
いう町や各農村という狭い地理的単位に限定
されていた ｢(ややもすると排他的な) コミュ
ニティ｣ を､ ｢テューペロおよび (経済的に
結びついた) 周辺郡部域｣ へと､ 意識的に拡
張し､ かつ､ 農村コミュニティ開発協議会
(RCDCs) や CREATE 財団など､ 中心市と
農村部とを包含する ｢橋渡し型｣ の ｢協働の
場｣ を制度化したことであった｡ これにより
振興対象となる地域規模が拡大し諸施策にお
ける ｢規模の経済｣ も増した｡
また､ 4 節ので紹介したように､
CREATE 財団の Whitfield 上席副理事長の
言う､ ｢立地条件に恵まれてきたからこそ､
テューペロは周辺農村域や隣町などから妬
ねた
み
を買うおそれがいつもあった｡ その問題を意
識し続け､ (16 郡域を活動地域とする)
CREATE財団などの仕組みによって､ (テュー
ペロのみならず) より広い地域における協力
を取り付けた｣､ そのような中心市側の配慮
もまた､ 傾聴に値するように思われる｡
D. 公教育の充実による地域における一定以
上の労働力水準の確保
テューペロ・モデルにおける中初等公教育・
技能教育の重視は､ ジョージ・マクリーンが､
ミシシッピ州の低賃金を売り物としようとす
る州の工場誘致策に疑問をもち､ ｢低賃金労
働力と州政府補助金とに依存する地域 『振興』
は､ 決して 『振興』 と呼べるものではない｣
と考えたことに始まる (3 節の参照)｡ 実
際､ グローバル化や (先進諸国での) 産業空
洞化が喧伝される現在でも､ 教育・技能水準
の底上げに地域振興の力点を置くことが地域
経済振興策としても正鵠
こく
を得ていると､ しば
しば指摘される (たとえば Lohr [2006])｡
｢教育の重視｣ といっても､ 一部の若者に
エリート教育を施す方向づけもあり､ 他方､
可能な限り多くの若者を一定水準以上に引き
上げることを目指す方向づけもありえよう｡
テューペロは明確に後者の方向を選択し､
｢どの働き手にも一定水準以上の教育・技能
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が見込める｣ ことを (｢ミドル・テク｣ レベ
ルの) 工場を誘致するためのアピール・ポイ
ントとしてきた (3 節の参照)｡ この､ ｢ど
の働き手にも一定水準以上の教育・技能が見
込める｣ ことは､ 工場の採用担当者にとって
魅力的であろうと考えられ､ わが国の地域振
興策にとっても参考とすべき点ではなかろう
か｡
ただ､ 実際にこの教育施策を徹底させるう
えでは､ 公立学校およびその教師の水準の底
上げはもちろんのこと､ シングル・マザーた
ちへの支援など､ いわゆる家庭間・地域間
｢格差｣ の問題にも取り組まねばならない｡ 4
節ので紹介したように､ テューペロでは
CREATE 財団がそこまで視野に入れて活動
しているのであるが､ 前段の③で述べたよう
に､ わが国では地域財団の活動力ははるかに
低く､ どのような制度的手だてでそれを行う
のか､ 考えていかねばならない｡ (また､ そ
れ以前に､ ｢どの働き手にも一定水準以上の
教育・技能が見込める｣ ことを目指すこと自
体に関する合意形成も必要であろう｡)
E. ローカル・メディアの必要性
TDJ 紙というローカル紙がテューペロ・
モデルの形成・実行両面で大きな役割を果た
したこと､ ひるがえってわが国ではローカル
紙そのものが存在しないことは､ すでに前段
の④で､ ｢ (テューペロとわが国諸地域との
間で) 留意すべき条件の相違｣ の一つとして
挙げた｡ 仮にローカル紙が経営的に成り立た
なくとも､ 地域振興策の成果が地域の人々に
逐次伝えられるような､ 情報フィードバック
の仕組みを民・官で工夫できれば､ 人々の活
動をさらに活性化させる効果 (3 節の参照)
が期待できるのでは､ と思われる｡
F. 地元金融機関は大変有用だが､ それを地
域振興に駆り立てるのも地域次第
テューペロに限らず､ 米国の中小都市にお
ける地元銀行 (本店がそこに所在する銀行､
という意) が地域振興に果たす役割は大きい｡
ただ､ (日米問わず) ｢本質的に保守的な存在｣
という自己評価 (由里 [2004]､ p. 26) をよ
く耳にする銀行 (信用金庫・信用組合) とい
う組織が､ どの程度地域振興に乗り出すかは､
“A community bank can be only as good
as its community”との言葉 (5 節の) の
とおり､ 多分にその地元地域社会自体が地域
振興に熱心か否かに依存するのではなかろう
か｡
もっとも､ この命題の真偽のほどに関して
は､ 本論では 5 節において､ テューペロの事
例に即して述べたにとどまる｡ また､ 1 節の
で筆者の問題意識として提示した ｢地域金
融機関のリレーションシップ・バンキング推
進における地域の協働ネットワーク (ソーシャ
ル・キャピタル) の重要性｣ の如何に関して
も､ 本論では検討を進められなかった｡ これ
らに関しては､ 今後も継続して研究課題とし
ていきたい｡
【付記】本論は中京大学企業研究所平成 18
年度プロジェクト研究助成 (プロジェクト
名 ｢米国ミシシッピ州 Tupelo 市における
経済振興策の成功要因を探る｣) の成果で
ある｡
【謝辞】テューペロ市における現地ヒアリン
グ・見学においてお世話になった､ Ed
Neelly テューペロ市長､ David P. Rum-
barger CDF 理事長､ Barbara Smith CDF
副理事長､ Lewis Whitfield CREATE 財
団上席副理事長､ および､ Renasant Bank
の E. Robinson McGraw 会長・CEO､
Stuart R. Johhnson CFO､ および John
Oxford V.P. の各氏に､ 深謝申しあげる
次第である｡ また､ 面識もない筆者の E
メールでの問い合わせに対し､ Lewis
Whitfield 氏 ら を ご 紹 介 い た だ い た
Vaughn Grisham ミシシッピ大学教授
(当時)､ および､ アポイントメントもなく
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リー郡立図書館を訪れた筆者に対し､ 懇切
丁寧な対応をしていただいた Betty Cagle
司書にも､ この場を借りて深謝申しあげた
い｡
注
 たとえば宮川・大守 [2004] では､“social ca-
pital”を邦語訳する場合､ 概ね ｢社会的資本｣
の語を用いつつも､ ｢社会関係資本｣ の語も用い
られ (6 章)､ 結局 ｢ソーシャル・キャピタル｣
の語が最も頻出している｡
 国立国会図書館のデータベース (http://
opac.ndl.go.jp/) で ｢ソーシャル｣ および ｢キャ
ピタル｣ の両方をタイトルに含む文献 (書誌)
を検索すると､ 2000 年から 2007 年の間に 28 冊
が刊行されていた (2007 年 8 月 15 日検索時点)｡
うち､ タイトルまたは刊行元から国際協力・援
助関連と思われる 6 冊を除いた 22 冊のうち､ タ
イトルまたは刊行元から推測される限りで､ 半
分の 11 冊が国内地域・コミュニティ振興の関連
と思われる｡
 ｢リレーションシップ・バンキング｣ 機能強化
の取組みの出発点となった金融審議会 [2003]
の 4. ｢イ) 中小・地域金融機関の不良債権の
徳性を踏まえた処理の推進｣ には､ ｢……それぞ
れの中小・地域金融機関が本報告書の提言に沿っ
てリレーションシップバンキングの機能を強化
し､ 中小企業の再生と地域経済の活性化を図る
ための各種の取組みを進める……｣ (下線引用者)
と記されている｡ また､ 2 巡目の取組み (各取
組み期間は 2 年間) の行政指針となった金融庁
[2005] においては､ ｢リレーションシップ・バ
ンキング｣ という語自体を ｢地域密着型金融｣
と言い換えたうえで､ ｢地域経済の活性化｣､ ｢地
域貢献｣､ および ｢地域活性化に向けた地域と一
体となった取組み｣ などを地域金融機関に要請
している｡
 Putnam and Feldstein [2003] は､ パトナム
教授およびハーバード大学ケネディスクールが主
催した“Saguaro Seminar: Civic engagement
in America”という 3 年間のセミナーの最終報
告書である (同書 p. ix)｡ 全米各地におけるソー
シャル・キャピタルの涵養を目指す Saguaro
Seminar プロジェクトは現在も継続中であり
(http://www.ksg.harvard.edu/saguaro/index.
htm) ､ 同書の書名と同じ“Bettertogether.
org”と題したインターネットサイトを有する｡
｢テューペロ・モデル｣ を含め､ Putnam and
Feldstein [2003] 所載の“Better Together Sto-
ries”は､ http://www.bettertogether.org/sto
ries.htm にも簡記されている｡
 ｢リレーションシップバンキング (地域密着型
金融) の機能強化｣ の 2 度の取組み (計 4 年間)
を総括し金融行政および地域金融機関に対し今
後の指針を示す､ という趣旨でまとめられた金
融審議会 [2007] で､ Ⅲの 3. ｢地域の情報集積
を活用した持続可能な地域経済への貢献｣ にお
いて ｢地域の全プレーヤーがビジョンを共有し……
連携して取り組むことが必要｣ と述べられるな
ど､ ｢地域の協働ネットワーク｣ と相似た問題意
識も窺われるが､ 地域のソーシャル・キャピタ
ルの涵養や地域 NPO の促進などに関する具体
的提言は見当たらない｡
 邦語の記事・解説記事としては､ 日本経済新
聞 2007 年 2 月 28 日朝刊 ｢ミシシッピ工場､ ト
ヨタ発表｣､ 同 2007 年 3 月 1 日朝刊 ｢日本車北
米を席巻 (下) 強まる風当たり｣､ など｡
 ミシシッピ州のバーバー知事が 2007 年 7 月に
来日し､ 名古屋市で自動車部品会社約 50 社を相
手に税優遇策などに関し説明会を催した｡ そこ
で､ トヨタ自動車向けに 2.9 億ドル､ 部品会社
向けには 0.3 億ドルの財政支援を明言している
(以上､ 日本経済新聞 2007 年 7 月 13 日 [中部経
済面])｡ この ｢2.9 億ドル｣ が､ 本文中に引用
した Business Week 誌記事の ｢2.94 億ドルのイ
ンセンティブ｣ に相当すると思われる (もっと
も､ その中にはあるいは､ 州と歩調を合わせた
郡や市町による財政支援も含まれている可能性
もある)｡ また､ 日本経済新聞 2007 年 3 月 1 日
朝刊 ｢日本車北米を席巻 (下) 強まる風当たり｣
も､ トヨタ自動車工場の誘致には､ ミシシッピ
州知事との関係が一つの鍵となったことを述べ
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ている｡ 他方､ テューペロ地域の側から発せら
れる情報では､“Pontotoc Union Lee Alliance”
(隣接する3郡 [うちLee郡の郡庁所在地はテュー
ペロ] で構成する地域経済振興組織) が､“Well-
spring Site Project”を起ち上げ､ 2001 年来
Blue Springs 地域への自動車産業の集積的誘致
を州とともに積極的に進めてきたこと､ トヨタ
工場の招致もその成果であることを､ ネットペー
ジ上で述べている (http://63.73.84.9/wellspri
ng/history_timeline.html)｡
 藤岡 [1993] は､ ｢深南部｣ を､ バージニア州
からルイジアナ州・アーカンソー州に至る ｢プ
ランテーション制度 [の歴史] が影を落とす｣
地帯と規定する｡ アパラチア山脈およびその東
南のピードモント台地､ 同西北の中央高原地帯
(ケンタッキー州からアラバマ州北西部・ミシシッ
ピ州北東端にまたがる) は歴史的に白人の小規
模農牧経営者が多かったとして､ フロリダ州・
テキサス州とともに ｢周辺南部地域｣ として除
外する (pp. 21-23)｡ 同書の規定では､ テュー
ペロは ｢深南部｣ に属しはするが中央高原地帯
にもほど近い｡ このことは､ 後述するようなテュー
ペロにおける人種間対立の (ミシシッピ州内で
の比較で) 相対的少なさや､ 南部以外の地域の
考え方や企業を受容する態度に､ あるいは関係
しているのかもしれない｡
 Independent Banker, Jun., 2002, pp. 84-86
は､ そのような南部独特の厚い信仰心から､ 地
元コミュニティ銀行が被吸収合併で消失してし
まったコミュニティで､ 97 名の出資者を集めコ
ヴナント・バンク (｢神との約束
c o v e n a n t
｣ という意味が
込められている) を新規設立した､ ヘイエス・
パーネルというアラバマ州のコミュニティ・バ
ンカーを紹介している｡ 筆者は 2002 年 9 月にア
ラバマ州を訪れた際､ 同行に短時間立ち寄った
が､ パーレル氏が説明してくれた同行のロゴマー
クの由来 一見するところ家の形のようであ
るが､ 祈っている両手を表すという
(http://www.covenantbank.com/Bank％20
History.htm) が印象的であった｡
 過去のデータは詳
つまび
らかにしていないが､ 2000
年国勢調査 (http://www.census.gov/main/
www/cen2000.html) においても､ テューペロ
には白人 (69.4％)・黒人 (28.3％) 以外の人種
はほとんど見られない｡ このことは､ 他地域と
比べ人口流出入が少ないこと (ないしは同一州
内など移動範囲の限定性) を示唆しているよう
に思われる｡
 Ammerman [2005]､ p. 169 が指摘するよう
に､ キリスト教的道徳観の黄金律 (Golden
Rule) が ｢互いに愛し合うこと｣ (ルカ伝 10：
27 など) である限り､ キリスト教的な ｢徳性｣
は愛他主義的行動すなわち ｢協働｣ や寄付行為
に向かう傾向が強いといえよう｡ もっとも同論
考は計量分析に基づき､ キリスト教でも宗派間
で寄付の度合が異なること (多いのはリベラル・
プロテスタント諸宗派) を示している (p. 171)｡
 Statistical Abstract of the United States:
2007 (U.S. Department of Commerce), p. 438
によれば､ ミシシッピ州の一人当たり個人所得
(personal income) の水準は､ 1990 年から 2005
年に至るまで､ 全米 50 州中 49～50 位で推移し
ている｡ もっとも､ テューペロを含むリー郡に
関しては､ 近年その家計収入水準は全米平均を
わずかに上回る程度にまで向上している
(Grisham and Gurwitt [1999]､ p. 19)｡
 TDJ 紙は､ 現在 Northeast Mississippi Daily
Journal と名称を変えている (Putnam and
Feldstein [2003]､ p. 113) が､ 本論では ｢TDJ
紙｣ との呼称で統一したい (出典として記載す
る場合を除く)｡
 グレイ編集長のこの言葉を証するかのように､
Northeast Mississippi Daily Journal 紙 (注 13
参照) のホームページ中の“who we are”のセ
クションには､ ジョージ・マクリーンが述べた
｢コミュニティに奉仕する原則｣ が掲げられてい
る (http://www.djournal.com/pages/about.a
sp)｡ そこには､ 本文の 2 で紹介した McLean
[1970] の演説からの文章も散見され､ 彼の ｢コ
ミュニティづくり｣ の思想がよく表されている｡
	 原語は､“Newspapers help give a commu-
nity its self-definition”､ および､“No commu-
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nity ever rises above its newspaper”､ の 2 文｡
 ソーシャル・キャピタルの“bridging”型の
訳語として､ 宮川 [2004]､ p. 43 は ｢接合型｣
という語を用い､ 西出 [2005] はそのまま ｢ブ
リッジング型｣ としている｡ もっとも宮川 [200
4]､ 同頁はその ｢接合型｣ の説明として､ ｢異質
のネットワークをも横断的に橋渡しをする｣ と
述べている｡ この ｢橋渡し｣ という語は､ 2 節
で紹介した､ テューペロ・モデルの精神的主柱
となったジョージ・マクリーンの考え方､ およ
び 3 節で紹介する CDF や CREATE 財団の機能
とも､ より親近性があるように思われるため､
本論では“bridging”型の訳語として､ ｢橋渡
し型｣ という語を用いる｡ (もう一つの理由とし
て､ ｢接合型｣ という語には､ ｢(結果として) 一
体となる｣ という語感もあり､ それでは“brid-
ging”と意味内容が異なってしまう､ と感じた
ことである｡) また､ ソーシャル・キャピタルの
“bonding”型の訳語としては､ 宮川 [2004]､
p. 43 は ｢結束型｣ という語を用いているが､ 本
論 で は “ bonding or exclusive ” と い う
Putmam [2000] の説明を受け､ より ｢排他性｣
が強調される ｢内部結束型｣ という訳語を用い
る｡
 そもそも ｢コミュニティ｣ は地理的に近接し
た住居に住む人々の集合体であるが､ その ｢近
接｣ 如何は経済・交通の発達度合により､ また
人々の交流意欲や常設または定期的な ｢交流の
場｣ の存在如何によって変化しよう (さらには､
地理的近接性よりも人々が定期的に交流し会う
定常的な仕組みこそが ｢コミュニティ｣ の本質
とする見解もある) (Dale and Onyx [2005]､
pp. 4-5)｡
 ｢地域振興策｣ や ｢農村コミュニティ振興協議
会｣､ また､ 既に幾度か用いている ｢地域振興財
団 (CDC)｣､ 各々の ｢振興｣ という訳語の原語
は“development”であり､ ｢開発｣ と訳すのが
通例であろう｡ しかしながら､ 1 節のの末尾
で述べたように､ 本論では (テューペロ・モデ
ルにおいて実際そうであるように) ｢地域振興｣
を ｢コミュニティ振興｣ および ｢地域経済振興｣
の両側面からなるものとして認識する｡ この
｢コミュニティ振興｣ の原語は“community
building”や“to make them genuinely comm-
unities”(Putnam and Feldstein [2003]､ p.
102) などであり､ これを ｢コミュニティ開発｣
と訳したのでは元の意味が伝わりにくい｡ また､
テューペロ・モデルにおいて ｢地域振興｣ (原語
は“community development”) と言う場合も､
｢地域経済振興｣ と少なくとも同程度に ｢コミュ
ニティ振興｣ が重視されているが､ それを ｢地
域開発｣ と訳したのでは､ 地域経済の促進さら
には土木・建設事業のほうが重視されているか
のような印象もあたえかねない｡ 以上のように
考え､“development”に対しては ｢開発｣ では
なく ｢振興｣ の語を原則として用いることとし
た｡
 CDF の“Executive Profile - June 2006”と
いうデータ・シートによると､ North Missi-
ssippi Medical Center の雇用人数は 4,286 人
(うち医師は約 250 人､ ベッド数 600) で､ リー
郡最大である (非都市部のための医療センター
としては米国有数という)｡ ちなみに､ 第 2 位は
家具製造業 Lane Furniture Industries の 2,850
人､ 第 3 位はタイヤ製造業の Cooper Tire &
Rubber Company の 1,550 人となっている｡
 2000 年国勢調査 (http://www.census.gov/
main/www/cen2000.html) によると､ メンフィ
スの都市圏人口は 113.6 万人､ 10 年間増加率は
12.7％､ ナッシュビルは同 123.1 万人・25.0％､
バーミングハムは同 92.1 万人・9.6％､ ジャク
ソンは同 44.1 万人・11.5％であった｡
 テューペロ市庁や財団関係者たちにとり､ ｢全
米的注目｣ の何よりの証左として認識されてい
るのは､ パトナムやハーバード大学によるソー
シャル・キャピタル論からの注目よりも､
National Civic League (http://ncl.org/about/)
により All American City (1949 年以来毎年､
民主主義の観点から優れた市政を行ったと認め
られる 10 市を顕彰) に 3 度も選ばれたことのよ
うである｡
 前述のように､ コミュニティ銀行は､ 銀行業
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界・銀行監督当局・研究者ともに､ おおむね総
資産 10 億ドル未満の小銀行として認識されてい
る (由里 [2003] p. 27 [注序－2])｡ もっとも､
Keeton et al. [2003] なども指摘するように､
この ｢総資産 10 億ドル｣ という閾
いき
値はそれ自体
に厳密な意味があるものではなく､ ｢概ねその規
模未満では地元密着型の業務スタイル (店舗配
置や顧客ターゲットの絞り方等) となっており
経営者も自行を 『コミュニティ銀行』 と認識し
ている場合が多い｣ といった意味にとどまる｡
Bancorpsouth の Patterson 会長は､ 米国銀行
協会長であった頃､ その機関誌 ABA Banking
Journal の巻頭言で 2 回 (October, 2002 と
November 2002)にわたりテューペロの地域振
興の実績に関しコミュニティ銀行の立場から書
いており､ 同行が ｢テューペロのコミュニティ
銀行｣ としての意識を有していることが感ぜら
れる (テューペロでヒアリングした財団および
Renasant 銀行の各首脳陣も同意見であった)｡
もっとも､ 銀行全体の経営方針としては､
Bancorpsouth の場合ディープ・サウス域を越
えたフロリダ州およびミズーリ州にまで進出す
る (American Banker, Nov. 1, 2006) など､ コ
ミュニティ銀行的な業務の広がりをはるかに越
えている｡
 Peoples Bank & Trust の行史 (Sansing
[1989]､ Chapter 7 & 8) によると､ 1970 年代
の業容拡大と銀行業務の機械化進行のなか､ 店
舗カウンターの前でも後ろでも ｢人｣ こそが大
事､ との気持ちを込めて“The People Place”
というモットーが共有されていった､ という｡
 Peoples Bank & Trust が Renasant へと名
称変更したのは､ 2004 年に Renasant Bank
(メンフィス郊外に本店) を傘下に収めたのが契
機である (Northeast Mississippi Daily Jour-
nal, July 2, 2004)｡“Renasant”は“Renai-
ssance”から連想した造語で､ 合併相手のその
名称を Peoples Bank & Trust 側が清新と感じ､
新銀行名とした､ という (マグロー会長の話)｡
 2 節ので､ ｢1886 年にメンフィス－バーミン
グハム鉄道路線が開通し､ 停車駅が置かれ……
また……リー郡唯一の銀行 (The Bank of Lee
County) が南方の Verona から移転した｣ と述
べたが､ この銀行が (The) Bank of Tupelo と
なった｡ Bank of Tupelo の Bank of Mississi-
ppi への名称変更は 1966 年､ BancorpSouth へ
の名称変更 (テネシー州の銀行との合併が契機)
は 1992 年である (同行ウェブページ中の“Cor
porate Overview”[http://phx.corporate-ir.n
et/phoenix.zhtml?c=98652&p=irol-homeProfil
e&t=&id=&])｡
 CDF の地域経済振興戦略の観点からは､
BancorpSouth Center のような文化・スポーツ
施設の充実は､ ｢地域の生活の質の向上 (en-
hancing the area's quality of life) ｣ 戦略
(Grisham and Gurwitt [1999]､ p. 45) の一環
と捉えられる｡ 進出企業の人事担当者が腐心す
る ｢良質の労働力の確保｣ のためには､ ｢地域の
生活の質｣ が魅力的でなくてはならない､ との
考え方である (その､ より重要な要素は､ 本文
で繰り返し述べてきた公教育の水準であるが)｡
 CREATE Foundation [2006] によれば､
2000 年代初頭の CREATE 財団の年間寄付収入
額 (TJD 紙の株式配当 [2 節の参照] も含む
と思われる) は､ 概ね 3 百万ドル台で推移し､
大口の寄付があった 2005 年には､ 16 百万ドル
台も記録している｡ また､ 同財団の 2005 年度末
の総資産額は､ 約 44 百万ドルである｡
 わが国では北海道など一部の道府県を除き､
府県単位の地方紙より小さな単位の地域紙は存
在感が薄い｡ これには､ 歴史をたどれば､ ｢国家
総動員法｣ に拠り 1941 年に発せられた ｢新聞事
業令｣ の下での ｢一県一紙｣ 主義による地方紙
の強行合併・整理が大きく影響している｡
	 Grisham and Gurwitt [1999] の著者の一人､
Vaughn Grisham (ミシシッピ大学社会学部教
授 [2006 年 5 月に定年退職]) は､ ジョージ・
マクリーンとも直接の交流経験があり､ 自身も
“Tupelo Story”の ｢語り部｣ を多く務めてい
る (Putnam and Feldstein [2003]､ p. 99､ pp.
107-110)｡
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